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出産育児一時金制度について

厚生労働省保険局



出産育児一時金について

1.給付目的

朦健康保険法等の医療保険各法に基づく保険給付 (現金給付)として、出産に直接要する費用や出
産前後の健診費用等の出産に要すべき費用の経済的負担の軽減を図るために支給されるもの。

・ 給付対象は、被保険者及びその被扶養者である配偶者等が出産した場合。
・ 年間の支給件数は約114万 5千件 (平成19年度)。

2.支給額

・ 出産育児一時金の支給額については、出産に要すべき実勢価格を反映させ、弾力的な改定を実
施するため、被用者保険は政令、市町村国保は条例、国保組合は規約で、それぞれ規定。

>平成18年 10月 :30万円→35万円 (平成17年 3月 の国立病院の平均出産費用 (35万円)を反映)

>平成21年 1月 :35万円→原貝138万円 (産科医療補償制度の導入に伴い3万円の加算措置を倉1設 )

>平成21年 10月 :原則38万円→原則42万円 (日 本産婦人科医会がとりまとめた、平成19年度の公的病
院、私的病院、診療所の平均出産費用 (39万 円)を反映)

3.費用負担

・ 出産育児一時金の費用負担については、原則保険料負担。ただし、市町村国保、国保組合につい
ては、一部公費負担。

>被用者保険 :保険料
>市町村国保 :1/3保険料+2/3市 町村負担 (地方交付税措置)

>国保組合 :3/4保 険料+1/4国 庫負担



出産育児一時金の見直し案について

平成 20年 12月 12日
第31回社会保障審議会

医療保険部会提出資料

1.出産育児一時金の額の引上げについて

・緊急の少子化対策として実施。当面2年間の暫定措置

政令改正により、全国一律に額を引上げ (引上げ額は検討中)

※ 政令改正 (21.5.22公 布)に より、21年 10月 1日 より、全国一律に4万円引き上げ (原則38万 円→原則42万 円)

保険者に対する国庫補助については、保険者への影響度合いに応じた重点的な補助を検討

2.医療機関への直接支払いについて

・今回の引上げ分に伴う国庫補助の支給対象を、医療機関等に直接支払う保険者に限ることにより、
直接支払を徹底

・医療機関は、明細を添えて保険者に出産費用を請求
保険者は、支払業務を原貝1として審査支払機関に委託

・審査支払機関、医療機関等におけるシステム改修を要するため、施行は21年 10月

3.出産育児一時金のあり方の検討

2

妊婦の負担軽減を図るための出産に係る保険給付やその費用負担の在り方を検討



出産育児一時金の医療機関等への直接支払制度

○ 緊急の少子化対策の一環として、平成21年 10月 1日 より支給額の引上げ(原則38万円→
原貝142万円)と併せて実施。

○ 医療機関等に直接支払われるため、被保険者がまとまった出産費用を事前に用意する必要
が 式ェ い 。
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分娩から出産育児一時金の支給まで

○ 退院時に医療機関等の窓口で出産費用を支払い、その後、健康保険等から出産育児一時金
が支給されるため、被保険者がまとまった出産費用を事前に用意する必要がある。

② 出産費用請求

医療機関等
③ 出産費用支払

保険者

④ 出産育児一時金
を請求

⑤ 出産育児一時金
を支給
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出産育児一時金の医療機関等による受取代理

○ 出産育児一時金が医療機関等に直接支払われるので、被保険者がまとまった出産費用を事
前に用意する必要がない。

○ 被保険者自身が保険者と医療機関等との間で手続 (書類のやりとり)をする必要があること、
保険者、医療機関等の個々の事前の了承が必要であることなどから制度の普及が進んでいない。
※ 制度実施率 :一部の保険者に対し調査をしたところ、18年度又は19年度の出産育児一時金の支給件数に占めるtll度

利用件数の割合は、市町村国保では30%程度、健保組合では10～ 20%程度であった

―④ 申請書の受取代理欄の記入依頼

⑤ ④を記入後交付…

医療機関等
⑨ 出産費用請求書及び出生証明書類の交付―
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額 (上 限38万円))を支給



特別対策による支給額の引上げに係る国庫補助について

22年度国庫補助額

国庫補助割合

○健康保険組合 30%～50%
04万円引上げに要する額の総報酬額に対する影響度合いに応じて補助。

○協会けんぽ 53%
○私学共済 37.5%
○市町村国保 50%
○国保組合 25%～ 50%
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22年度補1助額

健康保険組合 150億円 46億円
児童手当

及び子ども
手当勘定
(児童健全育
成事業)

協会けんぽ 171億円 90億円

私学共済 4億円 1.6億円

ノfヽ  言十 326億円 138億円

市町村国保 77億円 38億円

一般会計国保組合 13億円 5億円

ノ1ヽ  言十 89億円 43億円

1●2億円



出産育児一時金の見直しの経緯

○ 平成20年 8月 22日 厚生労働大臣 (当時)記 者会見
・ 「贅沢しなければ、手元に現金が無くても、安心して妊娠、出産できる」ようにする旨、発言。

○ 平成20年 11月 27日 出産育児一時金に関する意見交換会0出 産育児一時金見直しの検討に当たり、厚生労働大臣 (当 時)が 関係者から直接意見を聞くため開催。
○ 平成 20年 12月 12日 社会保障審議会医療保険部会
・ 支給額の引上げと直接支払制度の創設について議論c

O 平成21年 5月 29日  「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」実施要綱発出
・ 医療関係者 (日 本医師会、日本産婦人科医会、日本助産師会等)、 保険者、支払機関等関係者の合意を得て、直
接支払制度の詳細について「実施要綱」を定めるとともに、関係団体等に対して、その周知を依頼。

○ 平成21年 8月 下旬～
・ 現場の産科医療機関より、申請から医療機関への支払までに1～ 2か月かかることから、医療機関の資金繰 りに支

障を来す恐れがあるとの意見が寄せられる。

○ 平成21年 9月 29日 直接支払制度の一部実施猶予を決定0平 成21年 10月 より、予定どおり、支給額の4万円引上げと直接支払制度を実施するが、直接支払市J度 に対応する
ことが直ちには困難な医療機関等については、例外的に、平成21年度に限り制度の適用を猶予することを決定。

○ 平成21年 10燿 1日 支給額の引上げ、直接支払制度の実施
○ 平成21年 10月 8日 福祉医療機構による低利融資の条件緩和
・ 実施猶予と併せ、医療機関等の資金繰りへの支援として、福祉医療機構による低利融資について、金rllの 引き下

げ、無担保融資上限額の引き上げ等の条件緩和を実施。

○ 平成22年 3月 12日 4月 以降の対応を決定
・ 平成22年4月 以降も、実施猶予を1年間延長。
・ 福祉医療機構による低利融資の更なる条件緩和。
・ 医療機関等の資金繰りへの支援として、月2回請求・支払とすることにより支払を早期化。
・ 政務三役の指示により、出産育児一時金制度について議論する場を設|す 、直接支払制度の現状・課題や、平成23

年度以降の制度の在り方について検討することを決定c



t)摩生芳面替 Press Release

平成21年 9月 29日

照会先 :厚生労働省保険局総務課 安田、石田

電 話 :03-5253-1111(内 線3218)

FAX:03-3504-1210

報道関係者各位

出産育児一時金の医療機関等への直接支払制度の実施について

出産育児一時金等については、妊婦等の経済的負担を軽減する観点から、本年10月 から、支給額を4万円引き上げ、原則4
2万円とするとともに、出産育児一時金等を直接医療機関等へ支払う「直接支払制度」を実施することとしておりました。

一方で、制度の導入による影響について、現場の声を十分に把握できていなかったこと等により、医療機関等によっては、当
面の準備がどうしても整わず、10月 から直ちに実施することが困難であるとのご意見をいただいているところです。

このため、医療機関等をはじめ関係者の皆様には、今般の制度導入の趣旨をご理解をいただき、制度の円滑な実施にご協力
をお願いし、原則としては、予定どおり本年10月 1日 より実施することとしますが、当面の準備がどうしても整わないなど、直接
支払制度に対応することが直ちには困難な医療機関等については、例外的に、次の措置を講じていただいた上で、今年度に限
り、準備が整うまでの間、直接支払制度の適用を猶予することといたしましたので、お知らせいたします。

① 「直接支払制度に対応していない旨」、速やかに窓口に掲示する。
② ①の措置を講じた上で、妊婦の方々などへ直接支払制度に対応していない旨を説明し、合意を得る(直接支払制度を利
用する場合と同様に、合意文書を交わす)。

③ あくまで直接支払を希望する方には、これに応じるよう努め、それが困難な場合には、医療保険者や社会福祉協議会によ
る資金貸付制度等の方策の説明を行うなど、妊婦等の経済的負担が軽減されるよう配慮に努める。
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平成22年 3月 12日

照会先 :厚生労働省保険局総務課 安田、佐野
電 話 :03-5253-1111(内線3218)

FAX103-3504-1210報道関係者各位

出産育児一時金の医療機関への直接支払制度に係る4月 以降の対応について

直接支払制度は、妊婦さんができるだけお金の心配をしないで出産できるよう、出産育児一時金の支給額を4万 円引き上げる
ことと併せて、あらかじめまとまった現金を用意しなくてもよしヽようにするため、昨年10月 より実施しているものです。

本制度においては、医療機関からの申請から支払までに一定の期間を要することから、当面の準備が整わないなど、どうしても
対応が困難な医療機関については、今年度に限り、例外的に、その適用を猶予するとともに、医療機関の資金繰りの問題に対
応するため、昨年10月 8日 には、福祉医療機構における低利融資について、金利の引き下げや、無担保融資上限額の引き上
げなど、更なる条件緩和を行つたところです。

しかし、本年2月 に、厚生労働省において、直接支払制度への対応が困難と考えられる医療機関に対して行つた調査によれ
ば、現在、部分的な実施か、全面的に実施を見合わせている医療機関の約7害1が資金繰りの問題を理由としており、また、4月
以降については、約5害1強が部分的な実施であれば対応可能、約4割弱が全面的に対応困難であるといつたことが明らかとな
りました。

制度の全面的な実施により、分娩の取扱いが困難となる医療機関が出てくると、かえって妊婦さんに御迷惑をおかけすること
となるため、本年4月 以降については、
① 妊婦さんの経済的負担への配慮のための措置を講じていただきながら、出産育児一時金の引上げ等に係る暫定措置期間

である平成23年 3月 末まで、実施猶予を延長
② 支払の早期化や、低利融資のさらなる条件緩和など、医療機関の資金繰りへの支援を実施
することといたしました。また、
③ 出産育児一時金制度について議論する場を設け、直接支払制度の現状・課題や、平成23年度以降の制度の在り方につい
て検討することとします。

(資料)

別添1 出産育児一時金の直接支払制度に係る4月 以降の対応について
別添2直接支払制度の実施状況調査について



出産育児一時金の直接支払制度に係る4月 以降の対応について

1平成23年3月 31日 まで一年間延長する。
2実施猶予医療機関において、出産費用をあらかじめ用意できない等により、支払が困難な妊婦に対しては、以
下のいずれかの措置を講ずる。
ア 個別に直接支払制度に対応する。(医療機関の判断により、妊婦が出産育児一時金を受け取るまで支払
いを待つことでも可)

イ 保険者による出産費用の貸付や、都道府県社会福祉協議会による生活福祉貸付を受けられるよう、制度
の説明や申請の支援等の便宣を図る。

※ 直接支払制度に対応 していない旨の院内掲示 と、制度に対応 していない旨を説明し、妊婦の合意を得ることについ
ては、これまでと同様。

¬ 支払の早期化を図るため、正常分娩について、磁気媒体での請求については、現行月1回の請求・支払を月2
回とする。

2国保中央会において磁気請求に必要なソフトを作成し、HP上でダウンロード可能とする。
3福祉医療機構における出産育児一時金等の制度改正に伴う経営安定化資金の融資について、次の条件緩和
を行う予定。
・ 貸付金利について、資金調達方法の見直しにより、現行金利より更に引き下げる。
・ 無担保融資限度額 (3000万円)を廃止するとともに、担保を提供していただける場合には、若干の金利を
上乗せし保証人を免除する貸付制度を開始する(個 人事業主の場合には、担保が無い場合でも免除可能)。
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直接支払制度の実施状況調査について

I 調査概要
(1)調査対象

平成21年 10月 ～12月 の出産に係る直接支払制度の実施実績が0～ 5件の医療機関。
(2)調査期間

平成22年2月 12日 ～2月 23日

(3)調査方法
対象医療機関計388施設に対して、調査票を送付。有効回答数228(回収率59%)

Ⅱ 調査結果
(1)調査結果のポイント
・ 回答医療機関の41.1%が、既に全面的に実施。((2)1)
綺現在、部分的に実施、または、全面的に実施を見合わせている医療機関の71.1%が、その理由として、資金繰りの問題を挙
げている。((2)2)

・ 現在、全面的に実施している医療機関の59.3%が 、効果は限定的であっても、22年度からの支払早期化を希望。((2)3-1)
・ 4月 以降については、現在、部分的に実施、または、全面的に実施を見合わせている医療機関の53.2%が、部分的な実施で
あれば対応可能、37.3%が 4月 以降も全面実施は困難。((2)4)

(2)調査結果概要
1.出産育児一時金の直接支払制度の実施状況について (%)

全体

n=227
病院

∩=60
診療所

n=167

全面的に実施 している。
41.4

(94)

75.0

(45)

293
(49)

資金繰 りが許す範囲で実施 している。
5.3

(12)

00
(0)

7.2

(12)
基本的には実施を見合わせているが、出産費用をあらかじめ用意できない等により、あくまでlll度 の利
用を希望する妊婦等については、個別に対応している。

23.8

(54)

７

＞

１‐
．
仔

281
(47)

全面的に実施を見合わせている。
29.5

(67)

13.3

(8)
３５．３０※()内 は実数



全体
n=128

病院

n=14
診療所

n=114

資金繰 りに支障を来たし、診療がたち行かなくなる可能性があるため。 711 500 737

合意文書や、専用請求書、明細書の作成など、事務的負担が大きいため。 65.6 50.0 67.5

明細書作成などに対応するためのシステム改修を行う必要があるため。 28.1 28.6 28.1

その他 242 42.9 21.9

2,実施を見合わせている理由(複数回答)(部分的に実施 E全面的に実施を見合わせている医療機関を集計) (%)

※その他の主な内容 :直接支払制度そのものに反対。経営困難・事務的負担が大きい。制度変更の説明が直前過ぎて間に合わなかつた。 等

-1.支払早期化について(全面的に実施している医療機関を集計)(複数回答 )

3-2.支払早期化について(部分的に実施・全面的に実施を見合わせている医療機関を集計)(複数回答)
%

全体
n=125

病院

n=14
診療所
n=111

効果は限定的であるが、22年度からの導入が望ましい。 15.2 28.6 13.5

22年度については効果が限定的であるので、22年度については実施猶予を延長した上で、23年度以
降も直接支払tll度を実施することとした場合には、23年度から十分に短縮して早期化を実施して欲しい。

38.4 429 378

その他 48.8 35.7 505

※その他の主な内容 :直接支払制度そのものに反対。退院直後や、1～ 2週間以内など、さらなる短縮をして欲しい。紙媒体での請求も対象として欲
しい。  等
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全体
n=86

病院

n=43
診療所

n=43

効果は限定的であるが、 22年度からの導入が望ましい。 59.3 605 58.1

22年度については効果が限定的であるので、22年度については実施猶予を延長した上で、23年度以
降も直接支払制度を実施することとした場合には、23年度から十分に短縮して早期化を実施して欲しい。

24.4 186 30.2

その他 174 233 11.6



4.4月 以降について、どのような形であれば、制度への対応が可能かについて(部分的に実施自全面的に実施を見合わせている医
計 ) (%

全体
n=126

院

１４

病

鮮

診療所

n=112

全面的な実施でも対応可能。
６

０

９

“

28.6

(4)

７
．
‐

０

資金繰 りの可能な範囲で段階的に対応するという形であれば、対応可能。
11.1

(14)

7.1

(1)

116
(13)

出産費用をあらかじめ用意できない等により、あくまで制度の利用を希望する妊婦等に限り個別
に対応するという形であれば、対応可能。 留

ω

６

＞

２
餡

43.8

(49)

4月 以降も全面的に対応困難。
37.3

(47)

３５
．
７

⑤

37.5

(42)
※ ()内は実数

5.何らかの形でのさらなる実施猶予を行うに当たつては、保険者からは、加入者の方々に制度に対応しているかどうかの情報提供
が必要であり、少なくとも、(直接支払を実施していない医療機関ではなく)直接支払を実施している医療機関の名称等のHPへの
掲載などが必要との意見について(複数回答)(部分的に実施・全面的に実施を見合わせている医療機関を集計)     (%)

全体

n=125
病院

n=14
診療所

n=111

実施医療機関をHPに掲載することとしても、実施猶予を延長 してもらいたい。 38.4 214 40.5

実施医療機関をHPに掲載するのであれば、実施猶予は選択 しない。 9.6 14.3 90

実施猶予は延長してもらいたいが、実施医療機関のHP掲載は困る。 21.6 14.3 22.5

その他 320 500 297

※その他の主な内容:直接支払制度そのものに反対。差Bll化 につながり、弱小医療機関の経営困難に拍車をかける。 等

6.その他のご意見等の主な内容
E直接支払制度そのものに反対。受取代理制度を復活して欲しい。
口支払早期化など資金繰りへの配慮や、事務負担を軽減して欲しい。
日妊婦さんに分娩後すぐに支払われるようにするべき。
・医療機関の任意とするなど、直接支払制度を強制しないで欲しい。
口現場が混乱するので、今後大きな変更はしないで欲しい。
・出産の保険適用は反対。 等
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直接支払制度の支払早期化について

○ 月1回 申請・1回支払を、それぞれ月2回とし、退院から支払までの期間を、最大58日 から47日 に11日
間短縮、平均F~f要 日数も1か月強 (37日 程度)に短縮する。

○ 追加する申請・支払サイクルは、国保連の前月の異常分娩に係る申請 E支払サイクルと合わせ、事務負担
の増加を抑える。

○ 追加サイクルの対象は、「正常分娩」に係る「磁気請求」での申請とし、支払機関と保険者の事務負担及び
経費負担の増加を抑える。

022年 7月 から実施 (22年 7月 25日 より追加の請求受付を開始 )

○現行

退院日
専用請求書提出

(医療機関等→国保連)

保険者への請求
(国保連→保険者 )

国保連への支払
(保険者→国保連 )

医療機関等への支払
(国保連→医療機関等 )

支払までの期間

7月 10日 ～

7月 24日
8月 10日 8月 20日 頃 8月 末 日頃 9月 5日 頃

lヶ 月半 ～ 2ヶ月程度

(44日 ～58日 )

7月 25日 ～

8月 9日
lヶ月～ lヶ月半程度

(28日 ～43日 )

022年 7月 ～(月 2回請求・支払)

退院日
専用請求書提出

(医療機関等→国保連 )

保険者への請求
(国保連→保険者 )

国保連への支払
(保険者→国保連 )

医療機関等への支払
(国保連→医療機関等 )

支払までの期間

子11騒目,
■

lヶ月■lヶ月半程度

1癬首絲
7月 25日 ～

8月 9日
8月 10日 8月 20日 頃 8月 末 日頃 9月 5日 頃

lヶ 月～ lヶ月半程度

(28日 ～43日 )
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出産育児一時金の制度改正に伴う経営安定化資金の制度概要

○ 出産育児一時金等の直接支払制度の実施に伴う一時的な資金不足に対し、運転資金を融資することで安
定的な経営を支援するため、独立行政法人福祉医療機構における経営安定化資金の融資条件を緩和。

区 分 通常の経営安定化資金
出産育児一時金等の制度改正に伴

う経営安定化資金
(平成21年 6月 5日 から実施)

出産育児一時金等の制度改正に伴う経
営安定化資金

(平成21年 10月 8日 から実施 )

出産育児一時金等の制度改正に伴う
経営安定化資金

(平成22年 4月 1日 から実施)

貸付対象 となる
施設

病院、診療所、介護老人保健施設
お産を取 り扱 う病院、診療所、助
産所

同 左 同 左

限度額
病院、介護老 人保健施設
:1億円以内

診療所 :4000万 円以内

制度変更に伴い入金が遅れ る出産 制度変更に伴い入金が遅れる出産育児
一時金等相当額

※既存の経営安定化資金の残債とは別
枠で融資限度額を別途設定

同 左
育児一時金等相当額

※ただ し病院・診療所 |ま 左記の範
囲内

金 利|

平成21年度は20～23%
16～ 18%(実施期間中 16/5‐ 10/7)

の貸付金利)※貸付実績なし

10～ 12t2。 (実施期間中 《10/8-3/31》 の

貸付金禾」)※ 当該貸付先は22年 4月 以
降金利08%へ条件変更契約締結

08%(※ 無保証人の場合は10%)
(平成22年 7月 14日 現在)

。平成22年4月 より引下 |ザ

11%(※ 無保証 人の場合は 13%)
(平成22年 7月 14日 現在 )

償還期 F・5
原貝15年以内 (う ち据置期間 1年
以内 )

7年 以 薦 (う ち据 置蟻 間 1年 以
内 )

同左 同 左

繰上償還にかか
る弁済補償金

原則 として必要 同 左 不要 同左

保証人

法人代表者を含め 1名 以上 ただ
し、開設者が個人の場合 |ま 同一生
計者等のみの保証人は不可
χギ成″ タイガ■ ク、″鰤

｀
`ち

ろ
〃ひだ深〃スをとうなι ttrメ
ニューを講た ,t隷■言■t

法人代表者を含め 1名 以上

ただ し、開設者が個 ノ、力場 合 |ま 同
一生計者等のみの保証 ノ、1ま 不可

無保証 不可‐

同左

無保証不可

同左

担保がある場合に保証人を とらない

融資 メニューを新たに倉|1設  `開設

者が個人の場合は無担保・無保証人
融資 i)可能 )

担 保

原則不動産担保の提供が必要
ただ し、 1,ooo万 円 までは無担保

融資可能

原員」不動産担保の提供が必要
・不動産担保が無い場 舘 ま診療報

原貝[不 動産担保の提供が必要
ただ し、
・不動産担保が無い場合は診療報酬債
権等のみの担保で も可能
。3000万 円までは無担保融資可育ヒ

原員J不動産担保の提供が必要

ただ し、

・不動産担保が無い場合は診療報酬

債権等のみの担保でも可能
。無担保融資の限度額の廃止

①法人の場合は、個人保証があれば

無担保融資が可能

②個人事業者の場合は、lEl人保証が

なくとも無担保融資が可能

酬債権等のみの担保で も可能
ただ し、1()00万 円までは無担保融
資可能

適用期間 通常 メニュー 平成 22年 3月 31日 まで 平成 22年 6月 30日 まで 平成 23年 3月 31日 まで



出産育児一時金の制度改正に伴う経営安定化資金の実施状況

(22年7月 9日 現在 )

|■||`|   |

施設糧1類

融資申込‐済 資金1変付済

件数 金額(千1円〉| 件数 金
‐
額 (手円)

病 院 54 40 1,636,500 38 1,576,500

診 療 所 284 166 3,625,500 158 3,431,500

助 産 所 15 5 17,000 4 12,000

合 計 353 211 5,279,000 200 5,020,000
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直接支払+1度の実施状況について ①

○ 国民健康保険団体連合会への申請件数

◆申請医療機関等数

1学年||
病院 1,099 1,108 1,096 1,100 1,098 11102 1,086 1,109

診療所 1,376 1,391 1,420 1,406 1,420 1,442 1,376 1,449

助産所 184 193 195 208 202 210 201 214

合計 2,656 21692 2,711 2,714 2,720 2,754 2,663 2,772

◆申請件数

毎〓
２

●

一
２

‐‐１ 1学午甲
病院 22,496 25,102 26,893 26,655 24,538 261512 25,147 27,374

診療所 22,781 24,959 27,232 27,532 25,459 27,219 25,706 28,630

助産所 624 652 720 780 734 737 714 771

合計 45,901 50,713 54,845 54,967 50,731 54,468 51,567 56,775
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直接支払fll度の実施状況について ②

○ 社会保険診療報酬支払基金への申請件数

◆申請医療機関数

241年 11現
■ ● |‐ ,| ■    |

211毒1421月 22年 1月 22年2月 22年3月 122年4月 ″年5月 22年6月

病院 1,021 1,045 1,049 11054 1,047 1,053 1,056 1,058

診療所 1,169 1,197 1,236 1,250 1,256 1,272 1,290 1,298

合計 21190 2,242 2,285 2,304 2,303 2,325 2,346 2,356

◆申請件数

22‐年|お | 22年2月

'2年

6月

病院 11,095 13,601 14,718 13,861 13,170 14,392 14,199 14,780

診療所 7,754 8,926 9,888 9,811 9,115 10,024 10,116 10,554

合計 181849 22,527 24,606 23,672 22,285 24,416 24,315 251334

18



直接支払tll度の実施状況について ③

○ 直接支払制度の実施実績がないと考えられる医療機関数の推移

｀。。、lr

ざ~~…… ……… ＼

＼

100 ‐1- __1＼

…◆¨
病院

―●…診療所

―△ 。
合計

20 17__  _ __―  -  16‐ _…  _   _   _‐            一   _  __‐ ‐  ………――‐・―
◆― ,。・・・・……ⅢⅢ…… .・・・・・ 11

い`・く
0,‐ …。..

tl・ ―・・・.… …・・・・・・・・… ,`…◆

3月 4月 5月 6月

厚生労働省保険局において平成22年2月 に行つた調査、医療機関から国保連への各月の直接支払による申請状況等をもとに保険局にて集計。
4月 集計時において、各医療機関において分娩を取り扱つているかどうかを調査し、集計に反映させている。
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平成 22年 7用 14日  1第 38回社会保障審議会医療保険部会 1資料 2

高額療養費tll度 について

厚生労働省保険局



高額療養費制度の概要

○ 高額療養費制度は、家計に対する医療費の自己負担が過重なものとならないよう、医療機関
の窓口において医療費の自己負担を支払つていただいた後、月ごとの自己負担限度額を超える
部分について、事後的に保険者から償還払い (※ )さ れる制度。
※ 入院の場合、医療機関の窓口での支払いを自己負担限度額までにとどめる現物給付化の仕組みを導入

○ 自己負担限度額は、被保険者の所得に応 じ、一般・上位所得者・低所得者に分かれる。

<一般的なケース (3割負担)>

医療費 100万 円

窓口負担 30万円

t

〉(801001卜 0.3=267000

(注)同一の医療機関における一部負担金では限度額を超えない場合であっても、同じ月の複数の医療
機関における一部負担金 (70歳未満の場合は2万 1千甲以上であることが必要)を合算すること
ができる。この合算額が限度額を超えれば、高額療養費の支給対象となる。

-1-

自己負担限度額  80,100円 +(1,000,000円 -267,000円 ※)× 1%=87,430円



高額療養費の自己負担限度額 (現行 )

[70歳未満] 〉は多数該当 (過去 12カ 月に3回 以上高額療養費の支給を受け4回 目に該当)の場合

[70歳以上]

「標準報酬月額」:4月 から
てはめるもの。決定 した標準報酬月額は、その年の 9月 から翌年 8月 まで使用する

`,「1日 ただし書き所得」 :収入総額から必要経費、給与所得控除、公的年金等控除等を差し引いたものである総所得金額から、基礎控除(33万円)をさらに差し引いたもの

糞f 瑶秀羅去8扇磐雇ダ署警絆魯貰霧2揉倉許簿祠 ¥慄T観翌査亀gl撃埜叢実房労房g蕃合窯鷲皇絡髪:馬辱イプ7)除
く。

-2-

※ 1

※ 2

要  件 自己負担限度額 (1月 当たり)

上位所得者

[被用者保険]標 準報酬月額 (※ 1)53万円以上

[国 保]世 帯の年間所得 (旧 ただ し書 きF~J7得 (※ 2))が600万
円以上

150,000円 +(医療費-500,000)× 1%
〈多数該当 83,400円 〉

一般
上位所得者、低所得者以外 80,100円 十 (医療費-267,000円 )× 1%

(多数該当 44,400円〉

低所得者
[被用者保険]被 保険者が市町村民税非課税

[国保]世 帯主及び世帯の被保険者全員が市町村民税非課税等

35,400F弩

〈多数該当 24,600円〉

要  件
外来 (個 人ごと)1   自己負担限度額 (1月 当たり)

現役並み

所得者

[後期・国保]課税所得145万円以上 (※ 3)

[被用者保険]標準報酬月額28万円以上 (※ 3)
44,000F]

80,100円 +(医療費-267.000円 )× 1%
〈多数該当44,400円〉

―一月曼 現役並み所得者、低所得者 I・ Iに該当 しない者 12,000F] 44,400F号

低
所
得
者

Il

[後期]世 帯員全員が市町村民税非課税
[国保]世 帯主及び世帯の被保険者全員が市町村民

税非課税
[被用者保険]被 保険者が市町村民税非課税 等

8,000F弓

24,600円

I

[後期]世 帯員全員の所得が一定以下

[国保]世 帯主及び世帯の被保険者全員の所得が一
定以下 (※ 4)

[被用者保険]被 保険者及び被扶養者の所得が一定
以下 (※ 4)等

15,000円



80,100円
+(医療費-267,000円 )× 1%

高額療養費の多数該当の仕組み

多数回該当の適用はありません,
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月 目 2月 目

所得区分 軽減前の自己負担限度額

現役並み所得者 80,100円 +(医療費-267,000円 )× 1%

定額

多数回該当の場合

83,400円

44〕 400円

24,600円

多数回該当の場合

44,400円

44,400円

(注)「一般」や 「低所得者」の区分の方については、

○ 現行の高額療養費tll度 では、同一世帯で直近 12ヶ 月間に、高額療養費が支給された月が 3ヶ
月以上になった場合は、4ヶ 月目から自己負担限度額が軽減された定額となる。

<所得区分「一般」の場合>
直近 12ヶ 月

自己負担限度額

4ヶ 月日から軽減・

く70歳未満の方の場合>
所得区分 軽減前の自己負担限度額

上位所得者 150,000円 +(医療費-500,000円 )× 1%

一般 80,100円 十 (医療費-267,000円 )× 1%

低所得者 35,400F可

<70歳以上の方の場合>



高額療養費制度における世帯単位の合算の仕組み

○ 病院の窓口で支払う1か月の自己負担額が合算対象基準額 (レセプト1件あたり2万 1千円)以上の
ものについて、同じ医療保険に加入する家族について世帯単位で合算を行い、合算額からその世帯にお
ける自己負担限度額を控除した額を高額療養費として支給する。

世帯合算自己負担

限度額 (*)

||

81,270円

高額療養費支総額

||

33,930H

高額療養費として支給

満・同一制度加入のケース

A医療機関 自己負担額
42′000円

(医療費 :140′ 000円 )

世帯合算

世帯合算後の
自己負担額

||

42′ 000円
+24′ 000円

+25′ 200円
+24′ 000円

=115′ 200円

被

保

険

者

Ａ

B医療機関 自己負担額
16′ 500円

(医療費 :55′ 000円 )

C歯科医療機関 自己負担額
24′ 000円

(医療費 :80′ 000円 )

被

扶

養

者

Ｂ

A医療機関 自己負担額
25′ 200円

(医療費 :84′ 000円 )

B医療機関 自己負担額
24′ 000円

(医療費 :80′ 000円 )

被

扶

養

者

Ｃ

C歯科医療機関 自己負担額
15′ 00o円

(医療費 :50′ 000円 )

全世帯員が70歳未

*

*

*

自己負担限度額 =80,100円 +l(140,000円 +80,000円 +84,000円 +80,000円 )-267,000円 l× 1%=81,270円
70歳以上の場合、高齢者の負担軽減のため、一音F負担金の額が21,000円 未満であっても合算される。
世帯全体の負担額をリアルタイムで把握することができないため、償還払いで対応.(一部について現物給付対応 )



入院における高額療養費の現物給付の仕組み

入院される方については、事前に所得区分の認定証を保険者から発行 してもらうことにより、医
療機関の窓口での支払いを自己負担限度額までにとどめることができる仕組みとしている。これに
より、窓国で一度に用意する費用が少なくて済む。

※ 高額療養費は医療機関や薬局に直接支払われるため、事後に保険者に対して、高額療養費の支給申
請をする手間が省ける。

※ 70歳以上の方は、所得区分の認定証がなくても、自動的に窓轟での支払が負担の上限額までにと
どめることができる (低所得者の区分の適用を受けるためには認定証が必要)。

<例 >100万 円の医療費で、窓日の負担 (3割 )が30万 円かかる場合

通常の場合

入院される方

.1,医療費の3害」
(30万円)を

(3'高額療養費
(約21万円)

支払い
の支給

r2,高額療養費
の支給申請

||

病院

↓.お :購

保険者

※70歳以上の低所得者及び70歳未満の方は、事前に保険者
の所得区分認定を受けておく必要がある

現物給付の場合

入院される方※

(1)一定の限度額

を支払しヽ

(2)高額療養費
の請求

t3)高額療養費

一度に用意する費
用が少な<て済む
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高額長期疾病 (特定疾病)に係る高額療養費の特例について

1 特例の趣旨と経緯
高額療養費における高額長期疾病 (以下「特定疾病」という。)の特例は、著 し〈高額な治療を

長期 (ほ とんど一生の間)にわたって必要とする疾病にかかった患者について、自己負担限度額を
通常の場合より引き下げ、 1万円とすることにより、医療費の自己負担の軽減を図るものである。
昭和 59年の健康保険法改正で被保険者本人の定率負担 (1割)が導入された際、国会審議を踏まえ
て倉J設 された。

2 対象疾病
○ 対象となる特定疾病は、法令上、以下の要件が定められている。
① 費用が著しく高額な一定の治療として厚生労働大臣が定める治療を要すること、かつ、
② ①の治療を著しく長期間にわたって継続しなければならないこと

○ この要件に基づき、現在、以下の3つの治療法と疾病が指定されている。
① 人工腎臓を実施する慢性腎不全 (昭和59年 10月 から対象)

② 血漿分画製剤を投与している先天性血液凝固第VIll因 子障害及び先天性血液凝固第Ⅸ因子障害
(昭和59年 10月 から対象)

③ 抗ウイルス剤を投与している後天性免疫不全症候群 (※)(平成8年 7月 から対象)

※ 血液製斉Jの投与に起因するHI∨ 感染者、2次・3次感染者等に限る。

3 自己負担額
自己負担限度額は月額 1万円 (※ )。 限度額を超える分は高額療養費が現物給付で支給される。
※ 慢性腎不全のうち 70歳未満の上位所得者については 2万円
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高額介護合算療養費の概要
01年間(毎年8月 1日 ～翌年7月 31日 )の医療保険と介護保険における自己負担の合算額が著しく高額になる場合に、負担を
軽減する仕組み。

①支給要件 医療保険上の世帯単位で、医療保険と介護保険の自己負担を合算した額が、限度額及び支給基準額(500円 )の合計額
を超えた場合に、当該自己負担額を合算した額から限度額を控除した額を支給する。

②限度額  年額56万円を基本とし、被保険者の所得・年齢に応じてきめ細かく設定。

③費用負担 医療保険者、介護保険者の双方が自己負担額の比率に応じて負担し合う。

医療保険者

支給額算定

これから(20年 4月 から)

医療費と介護費の自己負担 (合計60万
円)を支払った後、各保険者に請求

医療の 自己負担 30万円 介諸の 自己負担 30万円
自己負担限度額 (31万円)を一定程度
超えた場合に、当該超えた額(29万

ニユ薔
保険者

【制度のイメージ)】

④支給額の連絡介護保険者
(市町村)

①
癬

医療保険受

険受給者

続
鼈

(3)申 請 ((2)の 証明書
②自己負担

医療保険上の世帯

○ 夫婦とも75歳以上 (住民税非課税)で、夫が医療サービス、妻が介護サービスを受けている世帯の場合
(介護サービス)特別養護老人ホームに入所

(医療サービス)病院に入院
(年金収入)夫婦で年間211万円以下 (住民税非課税 )

今まで(20年 3月 まで)

円 )



高額介護合算療養費の自己負担限度額について

卜

℃ 職 盤 l催 轟 禁 鍵 聯 簸 墨 :l違雷1授濯胤 の艶 負担限度額柿 用%。
※370～ 74歳の患者負担割合の見直し (1割-2割 )の凍結を踏まえ、限度額についても75歳以上の方と同等に設定

〇 年額56万円(高齢者医療と介護保険の自己負担を合算した額の分布状況を踏まえて設定)を
基本とし、被保険者等の所得・年齢に応じてきめ細かく設定している。

後期高齢者医療制度
十介護保険

被用者保険又は国保
十介護保険

(70歳 ～74歳がいる世帯 (※ 1))

被用者保険又は国保
+介護保険

(70歳未満がいる世帯 (※ 2))

現役並み所得者
(上位所得者 )

67万円 67万円 126アラ1刊

一  般 62万 円
→ 56万 円 (※ 3)

67万円

低所得者

Ⅱ 3¬ 万 円 31万円

34アラ1司
Ｔ
■ 19万円 19万円
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高額医療費貸付制度について

1.貸付制度の概要

○ 高額療養費の支給手続きでは、現在、保険者がレセプ トにより被保険者の窓口負担額を
確認 した上で支給の決定を行つている。現行の レセプ トの請求・審査の事務処理では、診
療月の翌月初旬に医療機関が審査支払機関にレセプ トを送付 し、診療月の翌々月初旬にレ
セプ トが保険者に到達するため、高額療養費も診療月の翌々月以降に支給される。

○ 保険者は、被保険者の負担軽減の観点から、高額療養費が支給されるまでの間の当座の
窓口負担に充てるため、その資金を貸 し付ける「高額医療費貸付制度」を保健事業として
実施することができる。 (健康保険法第150条第2項 、国民健康保険法第82条第2項、高齢者
の医療の確保に関する法律第125条第2項 )

2.貸付の流れ (協会けんぽの場合 )

○ 貸付申込者は、協会けんぽに対 し、高額療養費の請求と併せて貸付を申し込む。

○ 協会けんぽは、高額療養費の支給見込み額から貸付額 (見込額の 8害J相 当額)を決定 し、
貸 し付ける (貸付金は無lll子 )。 不適当と認めたときは、申込書類を返戻する。

O 協会けんぼは高額療養費の支給額を決定し、当該支給額が貸付額を上回るときは、その
差額を本人に支給する。貸付額に満たないときは、差額を本人に請求する。

3.実績

協会けんぽ  17,508件、17億 1242万 円 (平成21年度 )

健保組合        6億 2010万 円 (平成19年度)

市町村国保 121,142件、164億5992万円 (平成19年度 )
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協会けんぼ 健保組合 市町村国保
上位所得者

(標準報酬月額53万円以上、 1日 た

だし書き所得600万円以上 )

約300万 人

(8. 6%)

約780万人

(25.9%)
約170万人

(5. 6%)

一 般
約3,130万人

(90. 996)

約2,240万 人

(74.0%)

約2,010万人

(65,1%)

低所得者
(市町村民税非課税 )

約 10万人

(0.4%)

約2万人

(0.1%)

約900万人

(29.3%)

計 約3,440万人
(100.0%)

約3,020万 人
(100.000)

約3,090万人

(100.0%)

高額療養費の所得区分別の加入者数
[70歳未満] ※一定の仮定を置いた粗い推計

麟飩製程爵簿薯躍凸竜ヽ ‐ sと

仮定して推計。
合から推言十。
だし、後期高齢者については4月 から翌年 2月 の平均である。
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[70歳以上 ]

協会けんぼ 健保組合 市町村国保 後期高齢者

現役並み所得者
約9万人

(15.0%)

約4万人

(14.6%)
約40万人

(8.5%)

約110万人

(8.2%)

一般
約50万 人

(78.0%)

約20万 人

(84.4%)

約300万人

(56.2%)

約740万 人

(56.1%)

低所得者 Ⅱ
約4万人

(7.0%)

約0.3万人
(1.0%)

約120万 人

(21.9%)

約240万 人

(18.3%)

低所得者 I 畜勺70フラノヽ

(13.300)

約230万人

(17.4%)

計 約60万人
(100.0%)

約30万人
(100.0%)

約530万人
(100.0%)

約1320万人

(100.0%)



高額療養費の支給実績 (平成 19年度)

支給件数 支給額 ¬件当たり支給額

医療 保険 ft!r 438n4+ 約 1兆 2177億 円 84,657円

政府管掌 約 240万件 2704億 円 112,462円

健保組合 約 158万件 1693億 円 106,986円

共済 約 52万イ牛 519億 円 99,757円

国保 約 987万 件 7248億 円 73,465円

老人保健 約 2327万 件 約 4056億 円 17,433円

計 約 3765万 件 約 1兆 6234億 円 43,115円

支給件数 支給額 1件当たり支給額

現金給付 約 2625万 件
(69.7%)

約 9142億 円

(56.3%)
34,827円

現物給付 約 1140万 件

(30.3%)
約 7092億 円

(43.7%)

62,198円

計 約 3765万 件

(1009る )

約 1兆 6234億 円

(1000/o)
43,115円

(注)国保の現物給付は「高額長期疾病 (特定疾病)」 分のみを計上 している。
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高額療養費の支給実績 (年度別 )

【医療保険計】
支給金額 (百万円 )

1,200,000

1′ 000′ 000

800′ 000

600,000

400′ 000

200′000

0

平成

1′ 400,000T― ……………――――――――………………――――――――――――――――――̈ ――――――――‐

18   19

支給件数

16,000′ 000

14′ 000′ 000

12′ 000,000

10,000,Ooo

8,000,000

6′ Ooo′000

4′ 00o′ 000

2,000′ 000

0

(年 度 )

支給件数

25′ 000,000

20,000′ 000

15,000,000

10,000,000

5′ 000′ 000

【1日 老人保健制度】
支給金額 (百万円 )

450,000

400′ Ooo

350,00o

300,Ooo

250,000

200′ 000

150′ 000

100,00o

50′ 000

0

支給件数 支給金額 (百 万円 ) 1件 当たり金額(円 )

平 成 10年 度

11

12

13

14

15

16

17

18

19

9,429,564

9,577,230

9,660,817

9,426.045

9,197,745

10,140.044

11,073,989

11,951,357

12.831,370

14.384223

796.619

822`891

850,720

831,169

806,471

998,539

1,077,485

1,112,509

1,127.518

1,217,725

84,481

85,922

88,059

88,178

87,681

98,475

97,299

93,086

87,872

84,657

支給件数

支給件数 支給金額 (百万円 ) 1件 当たり金額(円 )

平成 14年度

15

16

17

18

19

6,198.269

20,932,092

22.243.599

22,776.326

22,492,330

23,267.158

127,041

317,067

329,903

340.531

363,012

405.626

20,496

15,147

14,831

14,951

16,139

17,433

平成
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実効給付率の推移

(注 2)国 保市町村の59年度以降は、一般被保険者のみについての数値である。
(注 3)老健は、3-2ベースの数値である

`)

高額療委費    自己負担

限ri額

政管一般 組合健保 国 保

市町村

老健
被保険者
(70歳未満)

被扶養者
(70歳 未満 )

計
被保険者
(70歳 未満 )

被扶養者
(70歳 未満)

計

48年度 48.10-          30,000円 986 607 847 984 873 707
49年 度 989 719 882 987 805 892 723
50年度 730 883 989 813 895 745
5¬ 年度 51 8-                39,000円 992 733 882 810 892 750
52年度 990 735 880 988 806 888 750
53年度 982 744 877 979 810 885 760
54年度 983 749 878 980 886 765
55年度 983 755 881 816 890
56年度 56 3～ 低 15000円 978 768 882 974 818 888 775
57年度 57 9-                45.000円 979 768 885 975 813 887 78.2
58年度 58 1-                51000円 979 753 894 976 814 898 763 984
59年度 59.10～        低 30,000円 754 869 945 812 879 767 984
60年度 903 758 843 914 802 858 779 985
61年 ri 61 5-            54,000円 903 759 843 915 801 858 782 982
62年 度 903 759 842 916 802 859 785 965
63年度 904 758 842 916 804 860 786 966
元年度 7E 6～

57.000円         低 3i800円
903 842 915 801 859 785 967

2年度 904 759 843 916 802 787 967
3年度 3 5～

60,α)0円         {氏 33,600円

904 758 844 916 802 862 786 967
4年度 905 846 918 806 866
5年度 5 5～

63,000円         低 35,400円

905 848 91_9 809 868 793 958
6年度 903 760 845 913 801 861 954
7年度 902 346 910 795 857 788 948
8年度 8 6-             63,600円

131～    一般:63,600円 +10。

上位所得者:121,800円 +19。

低所得者 :35,400円
154～    一般:72,300円 +1。。

上位所得者:139,800円 +1。。

低所得者 :35,400円
18¬ 0～    一般:80,100円 +1'。

上位所得者:150,000円 +10。

「 1。。」は一定限度額を超えた医療費の 1°。

903 760 845 913 856 785 948
9年度 847 810 865 823 779 938
10年 度 8 2 752 835 764 802 92811年 度 8

8

3

3

752 788 833 799 777 92712年度 753 789 760 797 779 92413年度 8 830 756 795 92014年度 8 1 827 758 795 777
15年 度 740 750 759 759 790 1
16“ 743 756 760 797
17年度 744 759 760 80218年 J 744 755 759 760 768 807 919年度 760 767 762 772 81.3 9 1

″El'ロ リ;よ ′∪願 以 _I_tlノ /1‖ ノヽ 躍ヨを
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医療保険制度の患者一部負担の推移
～昭禾口47年

12月
昭和 48年 1月 ～ 昭和 58年 2月 ～ 平成 9年 9月 ～ 平成 13年 1月 ～ 平成 14年 10月 ～ 平成 15年 4月 ～ 平成 18年 10月 ～ 平成 20年 4月 ～

老人医療費

支給制度前

老

人

老人医療費支給制

度 (老人福祉法 )

老人保健制度

７
５
歳
以
上

後 期 高 齢 者

医療制度

国

保
3害 1

な し

入院 300円 /日

外来 400円 /月

-1000円 /日

-500円 ,日

(月 4回 まて )

十薬斉」一部負jIB

定率 1割負lB

`月

額上 IJFk付 き ,

*診療 所 は定 額 制

を選択可

薬剤一部負担の廃止

高額医療 11倉1設

定率 1書り負担

(現 役並み所得者 2割 )

定率 1割 負担

(現 役並み所得者

3宮 1)

1割負担

(現 役並み所

得者 3=リ

被

用

者

本

人

定額

負担

７
０
～
７
４
歳

2害1負担

(現 役 並み 所

得者 3割 )

若

人

国 保
3書 J

高額療養費倉1設 (S48～ )

入院 311

外来 3割 十薬斉」一部負担

31'1

薬却卜嗜隠」颯
3書リ

７
０
歳
未
満

3官 1

(義 務教育就

学 前 2搬 負

担 )

被

用

者

家

族

被用者

本 人

定領      ―, ¬11(s59～ )

高額療養費nl設

入院 2■1   ・

外来 2宮1+■ 11-部 itlリ

被用者

家 族

3宮 l tS48～ ) ―・ 入 1暁 211(S56～ )

占再ti手彙蜃tri倉り責隻   クト昇ミ311

(S48´V)

入1院 2割

外来 3秘 卜薬llll一 部ft担

(注 )・ 1994(平 成 6)年 10月 から入院時食事療養費制度創設、2006(平 成 18)年 10月 から入院時生活療養費制度倉1設
・2002(平 成 14)年 10月 か ら 3歳未満の乳幼児は 2割負担に軽減、2008(平成 20)年 4月 から義務教育就学前へ範囲を拡大
・2008(平 成 20)年 4月 か らの 70歳～74歳の高齢者の患者負担の見直 し等について、三年間凍結等
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高額療養費制度の主な改正経緯 (健康保険法関係 )

○ 高額療養費制度は、昭和48年の制度倉1設以来、数次の改正の中で、低所得者の所得区分の設定、世帯
合算方式や多数該当世帯の負担軽減、入院時の現物給付化などの見直しを行つてきた。

制度改正 (施行年月) 高額療養費制度の改正内容 その他の主な制度改正

昭和 48年 10月
医療の高度化により高額の自己負担を必要とする場合
が少なくないことを踏まえ、被扶養者について高額療
養費制度を創設

・被扶養者の自己負担の引下げ (5割 -3割 )

昭和 56年 3月
被保険者本人の低所得者について高額療養費を創設
被扶養者について低所得者の所得区分を創設

被扶養者の自己負担の引下げ (入院 3害1-2割 )

本人一部負担金 (定額)の引上げ

昭和 59年 10月

・被保険者本人の低所得者以外にも高額療養費を創設
・世帯合算方式の創設

※合算対象基準額 (一般3万円、低所得者2万 1千 円 )

・多数該当世帯の負担軽減を倉1設
・高額長期疾病の特例 (血友病、慢性腎不全)を 倉1設

・被保険者本人の定率負担 (1割 )の導入
・退職者医療制度の倉」設

平成 8年 6月 高額長期疾病の特例の対象に後天性免疫不全症候群を
追加

平成 13年 1月

高所得者の実質的な負担率が低下 していたことを踏ま
え、上位所得者のEXI分 を創設
一定額を超えた医療費の 1%を 自己負担限度額に加算

一般保険料と介護保険料を合算 した率に適用さ
れていた保険料率の上限を、一般保険料率の
に適用する改正

平成 14年 10月

・70歳以上について入院時の高額療養費の現物給付化
・平均標準報酬月額に対する自己負担限度額の水準の引

上げ (22%-25%)
・一般・上位所得者の合算対象基準額の引下げ (3万 円

-2万 1千円)

=保険料の総報酬制 (ボーナスに標準報酬月額と
同一の保険料率を賦課)を導入 (平 成15年4月 施
イテ)

・被保険者本人の 3割負担の導入 (平 成 15年 4月 施
行 )

平成 19年 4月
=70歳未満について入院時の高額療養費の現物給付化 現役並み所得のある高齢者の自己負担の引上げ

(2割 -3割 )

可処分所得の伸びを勘案して、自己負担限度額の引上げを行つてきた。
…15-
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[70歳未満] ( )は多数該当 (過去12カ 月に3国以上高額療養費の支給を受け4回 目に該当)の場合

[70歳以上 ]

注 1牌 報酬月額 :4月 から6月 鑑 料・超勤手当・家
ま繁 壕a撃撃畢毛撫曇T曇

あらかじめ決められた報 別
9菅P鼈 乱 誦 着よ

注2 1日 ただし書き所得 :収入総額から必要経費、給与所奮 じ引いたものである総所得金額に差し引いたもの。

高額療養費の現行の自己負担限度額の考え方

要  件 自己負担限度額 (1月 当たり) 所得区分要件 “限度額設定の考え方

上位所得者

[被用者保険 ]

標準報酬月額53万 円以上※‐1.

[国保 ]

世帯の被保険者全員の年間所
得 (基礎控除後)の合計額が
600万 円以上■2

150,000円 I131+

(医療費 -500,000)×
〈多数該当 83,400円 〉

1%

(1,平成15年家計調査の勤労者世帯の世帯収入5分位の第1分

位の定期収入526,939門 に相当
(2)標準報酬月額53万円に対応する旧ただ し書き所得
(3)標準報酬月額53万円に対応する総報酬月額60万円の25%
14)年 間最大負担額 (当 初3カ 月+多数該当9カ 月)が総報酬

月額60万 円の2カ 月分程度となるよう設定

一般

上位所得者、低所得者以外 80,100円 ::15+

(医療費 -267,000円 )× 1'i

(多 数該 当 44,400円 )■ 6

(5ヽ平成16年度の政管平均標準報酬月額283,208円 に対応す
る総報酬月額 (約 32万円)の 25%

161年 間最大負担額 (当 初3カ 月+多数該当9カ 月)が総報elll

月額32万 円の2カ 月分程度となるよう設定

低所得者

[被用者保険]

被保険者が市町村民税非課税

[国保 ]

世帯主及び世帯の被保険者全
員が市町村民税非課税 等

35,400F弓・17.

(多数該当 24,600円 )■ 7

17)昭 和59年改正で低所得者の負担限度額が健保15,000円 、
国保39,000円 であったものを制度間での格差を是正 して
30,000円 (多 数該当21,000円 )と した。その後、給与伸
び率、可処分所得伸び率、消費者物価指数伸び率を勘案
し、一般の自己負担限度額の引上げと平仄をとつて、平
成元年・3年 ・5年 に引き上げたが、5年 以降は据え置き。

要  件
自己負担限度額 (1月 当た り)

坐 堕

^ご

と)|
所得区分要件 “限度額設定の考え方

現役並み

所得者

[後期・国保 ]

課税所得 145万 円以上

[被用者保険 ]

標準報酬月額28万 円以上

44,400F司 . s

80,100円 ::19+

(医療費 -267,000円 )× 1%

〈多数該当44,400円 〉Ⅲ8

(3浮 0歳未満の一般の多数該当限度額に
合わせて設定

(9)70歳 未満の一般の自己負担限度額に
合わせて設定

(10平成 14年 10月 の 1割負担導入時以降、
据え置き

(11,70歳未満の低所得者の多数該当限度
額に合わせて設定

一般
現役並み所得者 、低所得者
I・ Ⅱに言亥当 しない者

12,000F]|1 lo
44,400F¬ トド8

低所得者
Ⅱ

8,000F電 ,1 lo

24,600F彎 :::||

I 15,000円 ■譜
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平均的な月収に対する自己負担限度額の水準について
○ 高額療養費の自己負担限度額は、昭和48年の制度創設時は、平均的な月給 (旧 政管健保の平均標準報酬月

額)の 50%程度となるよう3万円で設定された。
○ その後、所得水準が上昇する中で、それに見合って限度額が引き上げられてこなかったことから、平成 13

年には平均的な月給の22%程度まで低下したため、平成 14年の改正では25%程度まで引き上げた。

改定年度
自己負担限度額

(A)
改定検討時の標準報酬月

額の平均値 (B)※ 害J合 (A/3) 備考

昭和 48年 30,00o円 59, 241円 51% 平均標準報酬月額の約 50%

日召和 51年 39,000円 105, 832円 37% 昭和 48年の考え方に沿つた場合、急激
な負担増となるため 37%相 当に設定

日召和 59年 5 1,000円 189, 548円 27%

給与伸び率、可処分所得の伸び率に照ら
して限度額をスライ ド

日召和 6 1年 54,000円 207, 362円 26%

平成 元年 57,000円 224, 360円 250/0

平成  3年 60,oOo円 244, 616円 24%

平成  5年 63,000円 270,214円 23%

平成  8年 63, 600円 289, 694円 22%

平成 12年 63, 600円 +1% 290,701円 22%
医療を受けた者と受けていない者の負担
の公平を図る等の観点から医療費の 1%
の自己負担を導入

平成 14年 72, 300円 +1% 289,700円 25% 標準報酬月額の 25%に 引上げ

平成 18年 80, loo円 +1% 総報酬約 32万円※ 25% 総報酬月額の 25%に 設定

※平成 18年の改定か らボーナスを含めた総報酬に対する割合で設定。
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高額療養費制度に関する改善の要望
(平成 22年通常国会での質問 “要望等があったもの (順不同))

0 70歳 未満者の「一般区分」のうち、所得の低い層の自己負担上限額の引き下げ

〇 世帯合算の合算対象基準額 (現行70歳未満は21000円 以上のレセプ トが合算の対象 )

の引下げ、レセプ ト単位 (医科・歯科 "入院・外来別)で合算対象基準額を設定する
取扱いの見直 し

○ 歴月をまたがる場合の月単位での高額療養費の支給

○ 外来における高額療養費の現物給付化

○ 高額療養費の自動支払化など支給申請の簡素化

○ 高額長期疾病 (自 己負担 1万円)の対象となっていないものの高額長期疾病への追加

(参考)総理所信の代表質問における菅総理大臣答弁
「高額療養費制度については、患者負担に一定の歯止めをかけているが、
保険財政への影響等を勘案しつつ、その在り方を検討」 (平成 22年 6月

患者負担の現状や医療
14日 )
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(※ )「 1月 当たり総医療費」は、医療用医薬品添付文書の用法 "用量において患者の体重を60■ 口と仮定して推計 したもの。

自己負担の軽減について要望がある疾病の例

疾病名 主な病状等 治療法等 1月 当たり総医療費 (※ ) 患者数

慢性骨髄性白
血病 (CML)

病態の段階として慢性期・移行期・急性転
化期の 3段階がある。慢性期ではほとんど
無症状であるか、軽度の疲労感や満腹感が
伴う程度であるが、移行期では白血球数の
コントロールが困難となり、貧血傾向、発
熱等が現れることがある。その後、急性転
化期に至ると、急性白血病と同様の症状と
なり、治療が困難となる。治療は慢性期か
ら移行期への移行を防ぐための治療を慢性
期において行うのが中心であり、その場合
に用いられるのがグ lプ ベックの投薬を継続
する手法である。

グ !リ ベック、タシグナ、ス
プリセルの投与 (慢性期)

※なお、移行期までであれ
ば骨髄移植、急性転化期
であれば、急性白血病の
治療

(1漫性期の場合 )

グリベック :約33万 円
タシグナ :約55万 円
スプ lプ セル :約55万円

※高額療養費の支給対象となる
が、治療が続 くため月々の負担
が重い

約1万 2千人 (平成
20年患者調査 )

消化管間質腫
瘍 (GIST)

粘膜下腫瘍の一種で消化管壁に腫瘍が生 じ
る。症状が現れにくいため、腫瘍が大きく
なるまで発見されにくい。自覚症状として
は、下血、腹痛、腹部の しこりなど。切除
することが基本であるが、切除困難な場合
にはグ :プ ベ ックゃスーテン トによる投薬治
療となる。なお、グリベック等による投薬
治療により、腫瘍の増殖は抑えられるもの
の、腫瘍が完全に消失することは少ない。

グリベック、スーテントの
投与

約33万 円

約48～ 96万円

※高額療養費の支給対象となる
が、治療が続 くため月々の負担

‐
が重い

ク

ト

ツ

ン

ベ

一丁

り

一

グ

ス

不 明

関節 リウマチ

破壊性非化膿性関節炎を主病変とし、関節
の破壊、変形を来たし、自己免疫疾患の一
つとされる。進行性、全身性の炎症性疾患
であり、全身倦怠感や微熱等、多彩な全身
症状を呈する。合併症として間質性肺炎、
心膜炎等が起こることがある。関節破壊が
進行すれば、痛み・変形のため日常生活動
作が不自由になる。

レミケー ド等の生物学的製
剤の投与

約 18万 円 (体菫60kgの 場合。2か

月に1回 投与 )

※年齢・所得区分によっては高
額療養費の支給水準にまで窓口
負担が達 しない

約33万 6千 人 (平成
20年 患者調査 )

慢性閉塞性肺
疾患 (COPD)

気管支に慢性的な炎症を起こし、肺が次第
に壊れていくため、呼吸困難となる病気。

抗コリン薬吸入、在宅酸素
療法など 在宅酸素療法の場合、約10万円

約22.4万人 (平成
20年 患者調査 )
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医療保険財政の状況について
(墜雲立 :

平成19年度 20年度 21年度 22年度 備考

国民健康保険

収 入 131,168 127,166 “介護納付金等に係る費用を含む。
・平成21年度までとなつていた以下の国保財政基
盤強化策を平成25年度まで 4年間延長
i 高額医療費共同事業 (780億 円)

il 保険者支援制度 (760億 円)

||1 財政安定化支援事業 (1,000億円)

(数 字は22年度予算ベースの公費負担額 )

支 出 130,746 126,451

収支差

一月1会計減入(赤字キ‖崚
分,を加味した収支羞

422 贋
Ｊ

７
ノ

▲ 3,620 ▲ 2,383

旧政管健保
(協会けんぼ)

収 入 71,052 71,357 ∩
υ

ｒ
ｕ 900 77, 100

・平成21年 度末積立金残高 (累積赤字)は 、A
45001意 円 (

・平成22年 度か ら3年間の財政再建期間におい
て、以下の特例措置 を実施
i 保険料率の引上げ (8_2%

―→9 34%(H22))
li 国庫補助率の引上げ (13%一 164♀ i)

iii 累積赤字の 3年間の分害1償還

支 出 72,442 73,647 75,900 75,600

収支差 ▲ 1,390 ▲ 2,290 ▲ 6,000 1,500

組合健保

収 入 621003 63,717 62,966 61,581
平成21年 度は予算ベース.

平成22年 度は予算早期集計ベース。

支 出 61,403 66,778 69,173 68,186

収支差 600 ▲
つ
０

食
Ｕ

（
Ｕ ▲ 61207 ▲ 6,605

後期高齢者
医療

収 入 98,517
・翌年度に精算される国庫支出金等 (▲丁599偶

「

~

円)の精算後の収支差は1,408億 円。

菖偉J曇黒量[ξ]屋塘二:[:II:「テ朝軍支 出 95,510

収支差 3,007
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平成 22年 7月 14日  1第 38回社会保障審議会医療保険部会 1資料 3

′
医療保険制度の安定的運営を図るための国民健康保険法等の一部を改正する法律の概要

医療保険制度の安定的な運営を図るため、市町村国保、協会けんば、後期高齢者医療制度における保険料
の引上げの抑制等のための所要の改正を行う。

(国 保 法 )(31ま 軍it22年 711日 施行 )

① 財政支援措置の4年間の延長(約2000万世帯 カロ入者約3600万人 1世帯平均で年間約1.2万円の保険料上昇抑制効果)。「低所得者を抱える市町村」、「高額な医療費」に対する国、都道府県の補助等をう|き続き実施.

② 市町村国保の財政安定化のため、都道府県単位による広域化を推進
・ 都道府県の判断により、市町村国保の広域イヒについての方針の作成、市町村の拠出により医療費を賄う共同事業の拡大等を
可能とする。

③ 保険料滞納世帯であっても、医療を現物給付で受けられる子どもの対象の拡大(中学生以下→高校生世代以下)0-旦窓口で医療費を支払わなければならない資格証明書の交付世帯に属する高校生世代に、短期被保険者証を交付。

(健保法等)colま平5t22年 7月 1日 施
`f)◆ 協会けんぽの逼迫した財政状況に鑑み、保険料の大幅な引上げを抑制するため、24年度までの3年間において、財政再建の

ための特例措置を講ずる。(被保険者約2000万人 加入者約3500万人 22年度で労使年間2.1万円の保険料上昇抑制効果)

① 国巨補助割合を13%から16.4%に引き上げ

② 単年度収支均衡の特例として、21年度末以降の赤字額について、24年度までの償還を可能とする
③ 後期高齢者支援金について、被用者保険グループでの負担能力に応じた分担方法を導入 (高齢者医療確保法)

。後期高齢者の医療費に対する現役世代からの支援金の3分の1(22年度は9分の2)について、保険者の財政力に応じた負担
(総報酬割)とする。

Ⅲ 高齢者の保険料軽減のための (高齢者医療確保法)

給付変動等に備えるため都道府県に設置している財政安定化基金について、保険料の引上げの抑制に活用できるようにする
サラリーマンに扶養されていた方の保険料の軽減措置を延長する(約 190万 人 年間平均約2.1万円の保険料上昇抑制効果 )

※予算措置をあわせると約3.8万円

①

②

の 主の保険料軽減のための

公布の日



広域化等支援方針の策定について

① 改正法により、市町村国保の都道府県単位化を進めるための環境整備として、
新たに都道府県の判断により『広域化等支援方針J(※ )の策定ができることに。

② 都道府県は市町村の意見を聴いて策定することとなるが、可能なものから早期に
策定するよう要請 ^

③ 現在新たな高齢者医療制度について検討されており、広域化等支援方針の内容に
ついても、この影響を受けることが予想されるため、将来目指すべき方向性を掲げつつ、
当面。平成24年度までに取り組むべきものを中心に定めるよう要請。

(※ )広域化等支援方針のイメージ

都道府県が、国保事業の運営の広域化又は国保財政の安定化を推進するため、
市町村の意見を聴きつつ、国保の都道府県単位化に向けて策定する方針。

内容はおおむね以下に掲げる事項。
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・医療費適正化策の共同実施 の拡充
・広域的な保健事業の実施 0都道府県調整交付金の活用

0赤字解消の目標年次
・標準的な保険料算定方式
・標準的な応益割合 など



医療保険制度の安定的運営を図るための国民健康保険法等の一

部を改正する法律の審議経過等について

○ 閣議決定・国会提出 2月 12日 (金 )

1 衆議院

・趣旨説明・質疑  3月 25日 (木)※ 衆 。本会議

・委 員 会 付 託  3月 25日 (木)※ 厚生労働委員会

・提 筆ヨ里山言;t明   3月 31日 (水 )

・質 疑 ① 二月 2日 (金)※ 2‖寺1間 50分

・賃  疑  ②  4月 7日 (水)※ 6‖椰 ]

・質 疑 ③ 4月 1)日 (金)※ 3‖寺階|

・参 考 人 7[疑   4月 1131](火 ) ※ 3時間

・質  疑  (1)  ■月 14口 (水) ※ 6‖寺間

。
1采 7夫 (,Fジタ委)   4ナ11 4目 (ノK)

。議 丁 (本 会 議 ) =1月 15日 (木 )

3.公布 口施行

。公  布  日  5月 19日 (水 )

・施  行   日  公布の 日(ただし、短期被保険者証交付の高校生 此代以下への

拡大、後期高齢者支援金の総報酬害Jの一部導入等は 7り11日 )

計  20時 間 50分

計  14時 間 55分
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医
療
保
険
制
度
の
安
定
的
運
営
を
図
る
た
め
の
国
民
健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

平
成
二
十
二
年
五
月
十

一
日

参
議
院
厚
生
労
働
委
員
会

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

一
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
及
び
前
期
高
船
者
に
係
る
保
険
者
間
の
費
用
負
担
の
調
整
に
よ
る
拠
出
金
負
担
に
よ

っ
て
、
運
営

に
困
難
を
き
た
し
て
い
る
保
険
者
に
対
す
る
財
政
支
援
を
、
同
法
案
の
耕
置
期
限
で
あ
る
平
成
二
十
四
年
度
ま
で
の
間
、
継

続
し
、
か
つ
更
に
充
実
す
る
こ
と
。

二
、
国
民
健
康
保
険
制
度
に
つ
い
て
は
、
広
域
化
管
支
援
及
び
適
切
な
財
政
支
援
を
行
う
こ
と
。

三
、
高
齢
者
医
療
制
度
に
係
る
保
険
者
間
の
費
用
負
担
の
調
整
に
つ
い
て
は
、
そ
の
再
構
築
に
向
け
、
広
く
関
係
者
の
意
見
を

聴
取
す
る
と
と
も
に
、
若
年

・
者
の
負
担
が
辿
大
な
も
の
と
な
ら
な
い
よ
う
、
公
費
負
担
を
充
実
す
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。
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政策体系群レナ:1-10-1

平成′2年度 実績言平子面詈 〔平成2/年度の実績の評価)
~逮

力)5獲莞彼7・ ″ 弼 %蔭 痢 郷 妨 獲 を構築 するごとノだフレリで

平成22年 6月

保険局総務課 (神田裕二課長)[主担当]

保険局総務課保険システム高度化推進室 (矢 田真司室長)[レセフ トの電子化率関連]

保険課 (吉田学課長)[健康保険組含関連]・ 高齢者医療課 (吉岡てつを課長)[後期高齢者広域連含関連]

国民健康保険課(伊藤善典課長)[市町村国保 。国保組含関連]・ 医療課 (佐藤敏信課長)

1. 政策体系上の lil置付け

厚生労働省では、基本‖標>施策大 }‐ 1標 >施策中‖標>施策小日標を設定 して政策を実施 してい

ます。本施策は施策中 |‐ 1標に当たり、政策の体系 Lの位置付けは次のとお りです。

※ 並列する施策中日標はありません。

【政策体系 (文 章)】

基本国標 I 安心 。信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づ<り を推進すること

施策大目標 10 全国民に必要な医療を保障できる安定的・効率的な医療保険制度を構

築すること

施策中目標 1 適正かつ安定的・効率的な医療保険制度を構築すること

【政策体系 (図 )】

基本目標 I 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること

施
策
大
Ｈ
標

分
野

l
９
〓 3 4 5 6 7 8 9 10 ９

“

地
域
医
療
体
制
の
整
備

医
療
従
事
者
の
確
保

利
用
者
視
点
に
立

っ
た

医
療
サ
ー
ビ
ス
の
促
進

政
策
医
療

（が
ん
、
脳
卒

中
、
心
臓
病
等
）
の
推
進

感
染
症
、
難
病
対
策

医
薬
品

・
医
療
機
器
の

適
切
な
利
用
の
推
進

血
液
製
剤
の
安
定
供
給

ワ
ク
チ
ン
の
安
定
供
給

新
医
薬
品

ｏ
医
療
機
器
の

開
発
促
進

医
療
保
険
制
度

健
康
づ
く
り
の
推
進

健
康
危
機
管
理

施策大‖標

10 全国民に必要な医療を保障できる安定的・効率的な医療保険制度を構築すること

施策中国標
■
■ 適正かつ安定的・効率的な医療保険制度を構築すること



政策体系番号 :I-10-1

(関連施策)

特になし

(予算書との関係 )

本施策は、予算書の以下の項目に対応 しています。

(項 )医療保険給付諸費 :医療保険給付に必要な経費 (全部 )

医療保険制度の適切な運営に必要な経費 (全部 )

医療保険制度の推進に必要な経費 (全部 )

(項 )医療費適工化推進費 :医療費適正化の推進に必要な経費 (全部 )

2. 施策の概要

本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。]l=な事務事業等や設定している指標・‖標値

は別図 (政策体系)を参照下さい。また、本施策の実現のために投入している資源は次のとおりで

す。                                ・

(範策小日標)

(施策小日標 1)保険者の再aFi・ 統合や保険者の財政基盤の強化を通 じて、医療保険財政の安定

を隊|る こと

(施策小日標 2)保険者の適用・徴収・給付‐事務を適切かつ効率的なものとすること

(施策小日標 3)審査支払機関の事務が適 11かつ効率的なものとなるようにすること

(予韓 )

H18(決算額) H19(決算額 ) H20(決算額 ) H21(予算現額 ) H22(当初予算額|

一般会計 (百万円) 7,166,000 7,567,322 7,919,387 8,289,254 8,200,948

年金特別会計健康

勘定 (百万円 ) 8,330,702 8,737,076 7,926,217 8,290,628 8,630,747



政策体系番 }ナ :I-10-1

3. 施策をllpり 巻 <環境 ― 評 lylの前 1是

(1)施 策の枠組み (根拠法翁、政府決定、間違計画等 )

○健康保険法 (大 iに 11年法律第 70号 )により、

・国庫は、毎年度、予算の範囲内において、健康保険事業の 11務の執行に要する費用を負担する。

・ L記のほか、全国健康保険協会の保険給付、前則1高齢者納付金及び後期高齢者支援金並びに介

護納付金の納付に要する費用の額に対 して、 ′ヽ成 21イ|=度 までは 13%等の補助を行い、 ′`成 22

年度から平成 24年度までは、全|,1健康保険協会の財政危機に対応して、これらに対して 16.4%

の補助を行 うこととされています。

○|,1民健康保険法 (昭和 33年法律第 192号 )により、

・国は、市町村に対 し、保険給 f・J‐、 1な期高齢者納付金及び後期高齢者支援金帷びに介護納付金の

納付に要する費用の額の 34%を負担するとともに、国民健康保険の財政を調整するため、市町

村に月して当該合計額の全体の 9%れ111の調整交付金を交付することとされています。

・ 1可は、1可保組合に対し、保険給付、前期高齢者納付金及び後期高齢者支援金並びに介護納付金

の納付に要する費用の額の 13～ 32%を 補助するとともに、組合の財政力等をlJJ案 して補助

を増額することができます。

○高齢者の医療の確保に関する法律 (昭和 57年法律第 80号 )により、

・ 1可 は、後期高齢者医療広域連合に対し、保険給付、前期高齢者納付金及び後期高齢者支援金並

びに介護納付金の納付に要する費りllの額の 25%を負担するとともに、後り1高齢者医療の財政を

調整するため、後期高齢考医療広域連合に対して当該合計額の全体の 8%‖ 1当 の調整交付金を

交付することとされています。

(2)現状分析 (施策の嚇要性 )

○高齢化の進展や医療技術の向 11に伴い、年々医療費がLYl大 しているなか、各医療保険者において

必要な給付を行うためには、給付費に対する定められた害1合の11庫補助を確実に行うことが必要

です。また、全国健康保険協会については、平成 20年度後半からの急速な経済の落込みによる財

政危機に対応するため、 Fヽ成 22年度から平成 24年度まで、保険給付費等に対する国庫補助率を

13%等から16.4%に り|き Lげたところです (施策小日標 1関係 )

○医療保険制度を円滑に運営していくためには、各保険者が被保険者の適用11務や保険料 (税 )徴
収事務、給付 11千務等を適切かつ効率的に行つていく必要があります。特に、全国健康保険協会に

ついては平成 18年度以降、市町村国民健康保険についても F`成 20年度に、保険料収納率の低 ド

があつたところです。医療保険財政が厳しい中で、保険料を納めている被保険者等の負″1を 考え



政策体系番号 :I-10-1

れば、保険料の収納率の下落が保険料率の更なる増要因となることを十分認識 し、保険料の収納

のための取組を強化 していくことが必要です。

また、各保険者は、被保険者の健康に対する認識を深め、ひいては事業の健全な運営に資するこ

とを狙いとして、医療費通知を実施 しています。給付の適正化を図るためにも、より多 くの保険

者において医療費通知を実施 していくことが求められます。 (施策小日標 2関係 )

○医療費が増大していく中で、適11な保険診療の確保、保険料等を原資とする審査支払事務の更な

る効率化が求められています。審査支払機関の業務の効率化に関する指標の ^つ として、審査支

払手数料を段階的にり|き ドげていくことが重要です。また、審査支払事務の効率化・医療サービ

スの質の向 Lと いった目的を達成するための手段として、レセプ トの電 子化を推進 していくこと

が求められます。 (施策小日標 3関係 )

(3)施策実施上の留意事項 (総務雀、会計検査院等によるよ旨摘 )

○平成 20年度決算検査報告にて、会計検査院より、

国民健康保険の療養給付費負担金について、一部保険者の交付申請に係る事務処理Eの誤 りに

ついて指摘を受けました。

→指摘により過大交付となつた交付金について、平成 21年度中に全額返還させました。

○平成 20年度決算検査報告にて、会計検杏院より、

国民健康保険の財政調整交付金について、一部保険者の交付申請に係る事務処理の誤 りにつ

いて指摘を受けました。

→指摘により過大交付となつた交付金について、平成 21年度中に全額返還させました。

○平成 16年度から平成 20年度までの決算検査報告にて、会計検査院より、

医療機関等から不適正と認められる診療報酬の請求があつたにもかかわらず、これに対する

保険者等の審査点検が十分ではなかったこと等により、保険者が支払った医療費が過大にな

ってお り、その過人分に対する国の負担が不当なものであるという指摘を受けました。

→保険局医療課より、各地方厚生 (支 )局及び都道府県主管部局に対 して、保険者等におけ

るレセプ トの審査、点検の充実を図るとともに、保険医療機関等に対する指導において指摘

内容の ^AYIの適正を図るよう通知 しました。
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4. 評lllFlと今後の角向性

指標・日標値の動き等をもとに、本施策を評価し、今後の方向性をまとめました。施策小日標ご

との詳細な評価は、 5。 を参照 ドさい。

指標 と日標値 (達成水準/達成時期 ) 毎年度において前年度以 ドとする (改善する)こ と (後

期高齢者医療制度にあつては、I,2年度を 120年度以 下

とすること)

H17 
I

アウ トカム指標

1 各医療保険制度男1に おける決

算での総収 支差が赤字である

保険者数の割合 (全国健康保険

協会については経常収 支・単位

は億円 )

健康保険組合 (経 常収支 )

達成率

3().1%

105。 6%

32.6%

91.7%

,1′1.8%

62.6%

68.8%

46.1%

集計中

市町村国保

達成率

63.7%

92.2%

52.3%

117.9%

71.1%

64。 1%

,15.4%

136.1%

集計中

114保判[合

達成率

55.4%

要:記人

43.6%

121.3%

17.3%

91.5%

18.2%

161.5%

集li「 中

後期高齢 汗広域連合

達成率

一
　

　

　

一

一　

　

　

一

″
ヵ 集計中

全1叫健康保険協会

達成率

1,`l19

59.00/0

1,177

78.7%

▲ 1,390

-12′ 1.4%

A2,290

35.3%

集計中

【調査名・資料lll所、備考等】

・ 健康保険組合については経常収支による。

・ 健康保険組合については、健康保険組合連合会調べによるが、平成 20年度の数値は決算

見込値であり、 14成 22年 9り !頃確定値を公表予定です。また、 rヽ成 21年度の数値は現在

集計中であり、平成 22年 9月 頃公表 予定です。

【参考】健康保険組合連合会ホームページ

http://www.kenporeno com/press/pdf/20090410174226-0.pdf

・ 「lj町村国保・国保組合については、国民健康保険lf業年報による。 rヽ成 21年度の数値につ

いては、平成23年 2月 頃に速報値、 F`成23年 5月 頃に確定値を公表 予定であす。

【参考】厚生労働省ホームページ

http://www.clstat.goo i p/SG1/estat/NcwListo do?tid=000001036904

・ 後期高齢者医療広域連合については、後

'01高

齢者医療lf業年報による。 F`成 21年度の数値
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については、平成23年 2月 頃に速報値、平成23年 5月 頃に確定値を公表予定である。

【参考】厚生労働省ホームページ

http://www.mhiw.goo jp/bunya/iryouhOkon/database/seido/kouki_houkoku/h20.html

・ 全国健康保険協会については、

① ｀
「 成 19年度以前は、旧政管健保の数値であり

② 平成20年度は、年度前半のIH政管時代を合わせた年度全体の収支であり

③ 平成21年度の数値は、現在集計中です。

(111■ (1)応 す 1 11Ⅲ I■ の |ギ「 1)

0 健康保険組合の平成 20年度決算見込みの経常収支状況を見ると、経常収支は 3, 060億円

の赤字であり、前年度の黒字から大幅な赤字に転じ、健康保険組合の財政は、厳 しい傾向にあり

ます。なお、一人当たりの平均標準月報酬は平成 19年度の約 37万円から約 36万 9千 8百
「 1

へのほぼ横1ずいにとどまつているが、平成 21、 22年度の健保組合全体の予算を見れば、健康

保険組合の財政状況は医療費の増加等によりさらに厳 しくなると見込まれてお り、引き続き注視

していく必要があります。

0 市町村国保の 12成 20年度の財政収支は、市町村の一般会計からの赤字補てん分を除いた実質

的な収支でみた場合、約 2400億 円の赤字となっています。これは、後期高齢者医療制度及び

前期高齢者の財政調整制度が導入される前の平成 19年度よりも約 1200億 円改善 している

ものの、依然として厳 しい状況が続いていると認識しています。この背景には、加入者の平均年

齢が高く、所得が低い者が多いなど、市町村国保が抱える構造的な問題があると考えています。

一方、国保組合の平成 20年度の財政収支は、制度改革の影響により、約 200億 円の黒字と

なつています。

・ 後期高齢者医療制度の平成20年度の財政収支は、すべての後期高齢者医療広域連合において黒

字となつています。その主な理由としては、後期高齢者医療制度の保険料率は 2年間の財政運営

期間を通 じて財政の均衡を保つことができる率となっているため、初年度においては、剰余が発

生する仕湘lみ となっていること等が挙げられます。

・ 主に中小企業の従業員とその御家族が加入する全国健康保険協会の財政については、平成 20

年秋以降の景気の急激な悪化の影響を受け、大変厳 しい状況にあります。その原因として、平成

21年度の報酬が落ち込んだことにより、保険料収入が大幅に減少したことや、そもそも医療費

が自然増により伸び続けている中、平成 21年秋からの新型インフルエンザの流行の影響などに

より更に医療費が増加 したことが挙げられます。

平成 21年度の収支は、 21年暮の時点で、単年度で約 6, 000億円の赤字となる見通 しで

あり、これまで積み立ててきた準備金をすべて取 り崩 したとしても、同年度末の累積赤字は約 4,

500億 円となる見込みでした。
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● :''|■■ |.|■ 111‐

健康保険細l合の保険料の徴収率については、厳 しい経済情勢の下でも、高い値を維持 しており、

適切な納付の1野促等が効率的に実施されていると評価できます。 ^方、全国健康保険協会につい

ては、保険料の徴収率は、|}1政 管健保時代を合め、経済状況の落込み等によりH18以降低 ド傾向に

あり、保険料収納のための更なる取組が必要です。

・ 市町村国保の保険料収納率は平成 17年度から平成 19年度までは 11昇傾向にあったが、｀
「

成

20年度に収納率が低 ドしています。これは、 11に、平成 20年度に後l切 高齢者医療制度が導人

され、収納率の高い 75歳以 ltの高齢者が‖j町村国保から後期高齢者医療制度へ移行 したためで

あるが、これに加え、景気悪化の影響などもあると考えられます。 ´
方、国保組合の保険料収納

率は、高水準を維持 していると評布1で きます。

・ また、医療 11務全体の効率化を1文|る ため、14成 18年度からレセプ トオンライン化を進めており、

Fヽ成 21年度において、レセプ トの電 子化率が、75.6%(医 科病院 97.4%、 医科診療所 7

1.6%、 調斉J薬局 99。 9%、 歯科診療所 3.0%)と 着実に導人が進んでいます。

|‐・
■ |`|||

0 高齢化の進展や医療技術の進歩に伴 う医療費の増加、平成20年度後
｀
卜からの厳 しい経済状況の

もとでの所得の落ち込みにより、医療保険財政を取 り巻く環境は厳 しさを増 しています。そのた

め、そのままでは1可民健康保険、全国健康保険協会、後期高齢者医療制度それぞれのヽ
「 成 22年

度以降の保険料について大中liな 11ケ「が見込まれていました。このような現状を受け、それぞれの

市1度 における保険料の ll昇 を抑市1す るための財政支援措F:を 講ずること等を内容とする「医療保

険制度の安定的運il:を IXIる ための国民健康保険法等の ^部を改 ll:す る法律案」を平成 22年通常

1囃会に提出 し、先般成、1し たところです。この改 11:内 容の要旨としては、以 ドの 3つです。

I 1ヽ4成 22年度から2′1年度までの lJJ会けんぼに対する国庫 hli助率のり111げ

Ⅱ II∫町村国保に対する財政安定化lllli・ 置の 4年 1出lの延長及び広域化の推進

Ш 高齢者の保険料1軽減のための措置

・ 保険者の都道府県単位での再れi・ 統合は、医療保険財政の安定や地域の実情に応 じた保健 1『業

の実施など保険者機能の発llllに 資するものであり、り|き続き推進 していく必要があります。なお、

この場合において、きめ細|やかな保険料の納付村1談や保険料徴収の努力といつた、これまで保険

者が身近にあつたこと等によるメリットを極力機tなわないような
「

夫が必要です。

また、医療費の適正化に向けた取組として、 1え成 20年度からの 5ヵ 年計lllliで ある医療費適 1::

化計μlに基づき、生活習慣病予防などを推進していくこととしているが、高齢化の進展等により

今後も医療費の増加が見込まれる中で、医療保険制度を持続 "r能なものとするためには、こうし

た取剰1に より、医療費の効率化できる部分は効率化 していくことが必要であると考えています。

この医療費適 IE化計画については、平成22年度に進捗状況の評価を行い、その結果を踏まえ必

要な見1直 しを実施することとしています。
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・ 後期高齢者医療制度については、廃止することとしてお り、現在、lJL~止後の新たな制度のあ り

方について、厚生労働大臣が主宰する「高齢者医療制度改革会議」において検討を進めていると

ころです。改革会議においては、「後期高齢者医療制度の年齢で|ズ分するという問題を解消する

制度とする」、「市町村国保の広域化につながる見直しを行 う」等の 6原則をお示 ししてお り、

引き続き、この原則に基づき、具体的な制度設計の議論を着実に進め、平成 22年末を目途に最終

的なとりまとめを行つた上で、次期通常国会に法案を提出し、平成 25年度を目途に新たな制度を

施行することとしています。
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5。 評価とつ後の方向性 (施策小騒標ごと)

施策小日標ごとの評価と今後の方向性は次のとおりです。指標・ H標値の動きは別図を参照 ドさ

い。また、411別 の事業ごとの評価は

"1表

を参照 ドさい。指標の出典等は 9。 参考を参照 ドさい。

(1)施策小目標 1「保険者の再編・統含や保険者の貝オIFI基盤の強イじを通 じて、医療保険財

政の安定を図ること」関係

指標 と‖標値 (達成水準/達成時;Ul) 毎年度において前年度以 ドとする (改善する)こ と (後

期高齢者医療市1度 にあつては、122年度を I12()イ11度以 ド

とすること)

アウ トカム持標

I H17 1 H18 1 H19 1 H20 1 H21
1 各医療保険 1調 度男1に おける決

算での総収 支差が赤字である

保険者数の1:1合 (全 国健康保険

協会については経常収 支・単位

は億円 )

健康保険利l合 (経常収 支)

達成率

・ 3().1%

105.60/0

32.6%

91.7%

44.8%

62.6%

68.8%

46.4%

集計中

|IF‖ lr本寸|‐11呆

達成率

63.7%

92.2%

52.3%

l17.9%

71.1%

64.1%

45。 4%

136.1%

集::「 中

1呵 保組合

達 lJ比 率

55。 4%

112.5%

13.6%

121.3%

52.7%

79.1%

18.2%

161.5%

集:;「 中

後則1高齢者広域連合

達成率

一　

　

　

一

一　

　

　

一

一　

　

　

一

0% 集計中

全l,1健康保険協会

達成率

1,419

59.0%

1,177

78.7%

▲ 1,390

-124。 4%

▲2,290

35.3%

焦計中

【調査名・資料出所、備考等】

・ 健康保険紺l合については経常収支による。

・ 健康保険紺l合については、健康保険組合連合会調べによるが、平成 20年度の数値は決算

見込値であり、平成 22年 9月 頃確定値を公表 予定です。また、 F`成 21年度の数値は現在

集計中であり、平成 22年 9月 頃公表予定です。

【参考】健康保険組合連合会ホームページ

htt,〃 www.kellporen.com/press/pdf/20090911170950-0.pdf

・ ll∫町村国保・国保組合については、国民健康保険事業年報による。 Fヽ成21年度の数値につ

いては、 14成 23年2月 頃に速報値、 rヽ成23年 5月 頃に確定値を公表
‐
予定です。

【参考】厚411労働省ホームページ

9
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http://www.eTstato gO.jp/SG1/estat/NewList.do?tid=000001036904

・ 後期高齢者医療広域連合については、後期高齢者医療事業年報による。平成 21年度の数値

については、平成 23年 2月 頃に速報値、平成 23年 5月 頃に確定値を公表予定です。

【参考】厚生労働省ホームページ

・ 全国健康保険協会については、

① 平成19年度以前は、旧政管時代の数値であり

② 平成20年度は、年度前半の旧政管時代を合わせた年度全体の数値であり

③ ｀
「

成 21年度の数値は、現在集計中です。

1,II:ノ

○ 健康保険組合が行 う健康保険事業の円滑な運営を図るため、保険財政の基盤が脆弱なため健

康保険事業の運営に支障をきたすおそれのある健康保険組合に対 し、その事業の執行に要する

費用のうち、保険給付等に要する費用について国庫補助を行 う事業 (健康保険組合綸付費等臨

時補助金)を実施 しています。また、中小企業のサラリーマンが加入する全国健康保険協会に

対 して、保険給付等に要する費用について、平成 21年度は 13%等の補助を行い、平成 22年度

から平成 24年度までは、全国健康保険協会の財政危機に対応して、16.4%の補助を行います。

○ 中高年や無職者が多いといつた構造的問題を抱えている国民健康保険制度について、医療保険

の運営の安定化を図るために、療養給付費等の43%相 当額等の国庫負担を行 う事業 (国民健康

保険助成費)を実施 しています。

○ 後期高齢者医療制度の運営の安定化を図るために、療養給付費等の 33%相 当額等の国庫負担

を行 う事業 (後期高齢者医療制度給付諸費)を実施 しています。

〔言半:島 と二:ill事 ,■障 li:)

○ 各医療保険者の財政状況の評価については、 4中の (指標の分析 :有効性の評価)を参照下さ

い。

○ 平成 20年度の後半以降、経済状況が急速に悪化する中で、平成 22年度には、そのままでは各

制度において大幅な保険料率の引上げが必要となっていたところです。これらをできる限り抑制

するため、以下のような内容を盛 り込んだ「医療保険制度の安定的運営を図るための国民健康保

険法等の一部を改正する法律案」を平成 22年通常国会に提出し、去る 5月 に成立 したところで

す。

I 全国健康保険協会の財政再建のための特例措置

平成 22年度から平成 24年度までの 3年間の特例措置として、①全国健康保険協会につい

て国庫補助の 13%か ら16.4%へ の引上げ、②同協会の単年度での収支の均衡の特例 と

して、平成 22年度以降の赤字額について、平成 24年までの 3年間で分割 して返済するこ

とによる各年度の返済額の圧縮、③後期高齢者の医療費への現役被用者からの支援について、

その 3分の 1に負担能力に応 じた計算方法である総報酬割の導入

10
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Ⅱ :Flllr村国民ltt康 保険の財政安定化措置の4年‖lの延長及び広域化の促進

「低所得者を抱える市町村」、「高額な医療費」に対する国、都道府県の補〕助等を引き続き

実施。併せて、都道府県の権限と責任の強化を図り、都道府県の li導 により、市町村国保の

広域化を促進 していく観点から、都道府県が広域化等支援方針を策定することができること

とした。

Ⅲ 高齢者の保険料1軽減のための措置

給付変動等に備えるため都道府県に設置している財政安定化基金について、保険料の引 li

げの抑市1に活用できるようにするとともに、サラリーマンに扶養されていた方の保険料の1軽減

措置を延長

○ 国保組合については、歴史的経緯等から1可業者が「 1 li的 に組織 したものであり、れl合方式によ

り保険者機能を発拙iし ているという点では健保組合と同じであるが、国保組合の加人者は、基本

的には、仮に国保判l合がなければ市町村1可保の加入者となる「l営業者であり、 lf業 〕1負 |卜1がない

という点が健保組合と異なつていることなどを勘案して国庫補i助 を行つているところです。 rヽ成

21年度に所得調査を行ったところであり、その結果を踏まえ、個々の国保判l合の財政力等を |・

分に精査した 11で、}可保組合に対する1叫庫補i助のあり方を見直すこととしています。
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(2)施 策小目標 2「保険者の適用・徴 lly・ 総付事務を適 t71かつ効率的なものとすること」

関係       ・

(1霧 11驚 `「1111'|)

指標 と目標値 (達成水準/達成‖キ期 ) 2及び 3について毎年度において前年度以上とすること

アウ トカム指標

H171H181H191H201H21

2 各医療保険常1度における保険

料 (税)の収納率

健康保険組合 99.9% 99。 9%

100.0%

99.9%

100.0%

99.89% 集計中

達成率 100.0% 99.98%

市町村国保 90.2% 90.4%

100.2%

90.5%

100.1%

88.4% 集計中

達成率 100.1% 97.7%

国保組合 99.9% 99.9% 99.9%

100.0%

99。 9%

100.0%

集計中

達成率 100.0% 100.0%

後期高齢者広域連合

達成率

98.75% 集計中

全IJ健康保険協会

達成率

97.9%

100.3%

98.0%

100.1%

8%

8%

７

¨
９

９

一
９

97.2%

99.40/0

集計中

3 各医療保険鮨1度における医療

費通知実施保険考数の割合

健康保険組合 94.5% 94.8%

100.3%

96.0%

101.3%

集計中 集計中

達成率 107.0%

市町村国保

達成率

98.7% 98.0% 97.8% 97.6%

99.8%

集計中

99.6% 99.3% 99.8%

国保組合 88.0%

103.7%

89.1%

101.3%

89.7% 90.9%

101.3%

集計中

達成率 100.7%

後101高齢者広域連合

達成率

87.2% 91.5%

104.9%

全国健康保険協会

達成率

100% 100°/o

100°/。

100% 100% 集計中

100% 100% 100°/。

【調査名・資料出所、備考等】

・ 指標 2について

健康保険組合については、健康保険組合連合会調べによるが、平成 20年度の数値は決算

見込値であり、平成 22年 9月 頃確定値を公表予定である。また、平成 21年度の数値は現

在集計中であり、平成 22年 9月 頃公表予定である。

【参考】健康保険組合連合会ホームページ
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政策体系番号 :I-10-1

http://www.kcnporcno com/prcss/main.php

・ 市田r村国保・極1保組合については、国民健康保険事業年報による。平成21年度の数値につ

いては、平成23年 2ナ1頃に速報値、平成23年 5月 頃に確定値を公表予定である。なお、 ′`成20

年度における市町村国保の収納率は88.35%、 国保組合の収納率は99。 93%である。

【参考】厚生労働省ホームページ

http://www.c― stat.go.ip/SG1/estat/NcwList.do?tidttΩ 90001086904

後期高齢者医療広域連合については、後期高齢者医療事業年報による。平成 2111度の数値に
ついては、平成 23年 2 Jl頃 に速報値、平成 23年 5月 頃に確定値を公表予定である。

(参考】厚生労働省ホームページ

http://www.mhlw.goo ip/toukci/itiran/galyo/k―hokcn.html#zigyounenpou

・全国健康保険協会については、

① l力成19年度以前は、 |‖政管時代の数値であり

② 平成20年度は、年度前14の IH政管時代を合わせた年度全体の数値であり

③ Fヽ成 21年度の数値は、現在集計中です。      (指 標 3において同じ。 )

・ 指標 3について

健保組合については、保険局保険課調べによるが、実施保険者数吉1合の分母は調査にい:1答 し

た制l合数としている。また、 rヽ成 21年度の数値は現在集計中であり、ヽ
「 成 22年 12月 に集

計終 r予定である。

・ |ド町村:爆保・国保組合については、「 14成 20年度における国民健康保険 11業実施状況報

告」によるが、 F`成 21年度の数値は現在集計中であり、 r`成 23年 1月 頃に集「「終 r予定

である。

・ 後期高齢者医療広域連合の 14成 21年度の数1直については、高齢者1医療課調べによる。

|‐呵民健lpli保 険の安定的な運 |〕:を図る 11で 、重要な意機を持つ保険料1又納率漁l liを促すために、国

が保険者に対して以 ドの 11業 を実施。

・市町村国保の、前年度または )“ 年度の保険料 (税 )の収納率が ^定以 ドの場合に普通調整交付

金を減額するとともに、翌年度において保険料 (税 )の収納率が ^定以 11向 liし た場合に、特

ガ1調整交付金を交付。

●■■| ■■・ ‐1‐ 111111

・ 健康保険組合について

指標 2の とお り、健康保険組合の保険料の収納率については、厳 しい経済情勢の ドでも、高い

値を維持 してお り、適切な納付の督促等が実施されていると評価できます。また、指標 3の とお

り、医療費通知については、実施組合の割合が年々増加 してお り、高水準を維持 していると評布F

できます。

・ 国民健康保険について

13



政策体系番号 :I-10-1

指標 2の とおり、市町村国民健康保険の保険料収納率は14成 17年度から F`成 19年度までは

上昇傾向にあつたが、平成 20年度に収納率が低下しています。これは、主に、平成 20年度に

後期高齢者医療制度が導入され、収納率の高い 75歳以上の高齢者が市nf村国保から後期高齢者

医療制度へ移行 したためであるが、これに加え、景気悪化の影響などもあると考えられます。

国民健康保険鮨1度は、被保険者全体の相互扶助で成 り立っており、その l14・源となる保険料の収

納を確保することは制度を維持 していく上で極めて重要です。

このため、市町村国保の保険料収納努力を促す観点から、保険料収納が日標 として定められた

一定の率を ド回る場合には、国から可1町村国保に交付される普通調整交付金について、その達成

状況に応 じ、 5%か ら20%の 範yllで減額する措置が講 じられています。

平成 22年度の法改正より、都道府県の権lttと 責任を強化 し、市町村卜J保の広域化を図る観点

から、都道府県が広域化等支援方針を策定できることとなつたが、その策定を通じ、保険料の収

納確保策についても、これまで国が担つてきた役吉1の ^部を、今後は都道府県にも担つていただ

きたいとの考えから、広域化等支援方針において、一定の規定を定める場合には、その都道府県

内の市町村については、国の普通調整交付金の減額措置を適用 しないこととしたところです。

一方、国保組l合の保険料収納率は、高水準を維持 していると評価できます。

また、指標 3の医療費通知については、市町村国民健康保険、国保組合ともに、引き続き実施

を促 していく必要があります。

・ 後期高齢者医療制度について

指標 2の とお り、後期高齢者医療制度の保険料収納率は比較的高い水準にあると評価できるが

、今後とも収納率向上に向けた取組を行つていく必要があります。

また、指標 3の とお り、平成 21年度の医療費通知実施保険者数の割合については、平成 20年

度と比べて高くなつているが、未実施の後期高齢者医療広域連合に対 して、引き続き、実施を促

していく必要があります。

・ 全国健康保険協会について

指標 2の とおり、保険料の収納率は、経済状況の落込み等によりH18以降低 ド傾向にある。

平成 22年度には保険料率を全国平均で従来の 8.2%か ら9.34%ま で、過去最大規模の引き上げを

行つたところである中で、保険料を納めている被保険者等の負担を考えれば、保険料の収納率の

下落が保険料率の更なる増要因となることを十分認識し、保険料の徴収事務を行う日本年金機構

への働きかけなど保険料の収納のための取組を強化 していくことが必要です。

14
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(3)施策小目標 3「審査支払機関の事務か適正かつ効率的なものとなるようにすること」

関係

|||||■ 11

指標と日標値 (達成水準/達成時期 ) 4については、毎年度において前年度以 ドとし、1鯰3には、

医科 0歯科分 106111程 度、調剤分 49 1ll程度とすること

5については、毎年度において前年度以 11と すること

アウトプット指標

H17 1 H18 1 H19 1 H20 1 H21

4 社会保険診療報酬支払基金に

おける審査支払手数料

(litイ立 :IIl)

医科・歯科分

1七 r媒体請求促進分

オンライン請求促進分

達成率

114.2()

1()().0%

114.2()

100.0%

一
　

　

一

114.2()

113.20

1()().0%

114.20

112.2()

i12.00

1()().0%

l1/1.2()

ll().2()

108.50

調斉1分

電 r媒体請求促進分

オンライン,it求 促進分

達成率

57.20

1()().0%

57.20

1()().0%

57.20

56.20

10().0%

57.20

55.20

55.00

10().0%

57.20

53.20

51.50

51レ セプ トの電 r化率 (ツ 11)

達成率

14.6% 21.8%

149。 3%

.15.6%

209。 2%

58.7%

128.7%

75.6%

128.8%

【:計‖杏名・資料|ll所、備 考等】

・ 術標 4は社会保険診療報酬支払基金による。

・ 指標 5は、社会保険診療報酬支払基金調べによるものであり、社会保険診療報rill支 払基金

において扱 うすべてのレセプ トのうち、電 r請求 (オンライン請求を合む)し たものの割合

である。

また、平成 18年 4月 にレセプ トのオンライン請求を原則化したが、平成 21年 11月 に、

オンライン請求又は電 F請求を原則とするとともに、「手書請求をしている」、「高齢」な

どがJI山である場合に例外措置を設けたところ。

(注 )1え成 17年度、 14成 18年度は医科レセプ トのみの数値である。

平成 19年度以降は、医科、歯科、調剤レセプ トの合計の数値である。

平成 21年度の内訳は、医科 78.6%(医科病院 97.4%、 医科診療所 71.6%)、 蘭科 3.()%、

調剤 99。 9%と なつている。
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11.二 till‐■ψ)111■ )

・ 支払基金における審査支払手数料について

社会保険診療報酬支払基金 (以下「支払基金」という。)は、「規制改革推進のための 3か年

計画」 (平成 19年 6月 lll議決定)を受けて、 12成 19年 12月 に「レセプトオンライン化に対

応 したサービスの向上と業務効率化のための計画」 (以下「業務効率化計画」という。)を策定、

これに基づき、平成 20年 3月 に「手数料適正化の見通 し」を策定し、平成 23年度における審

査支払手数料の水準を設定。また、レセプトの電子化を促進 していくため、平成 19年度から「電

子媒体請求促進分」「オンライン請求促進分」の単価を設定 しています。

・ その他のレセプ ト電子化の促進方策について

I 診療報酬情報提供サービス

保険医療機関、保険薬局が電子レセプ トで診療報酬を請求するためには、医療費改定、薬価改

定等に迅速に対応する必要があり、改定内容について電子媒体等でのタイムリーな情報の提供が

求められています。

そのため、各種制度改正情報や診療報酬点数表などの情報の提供を行 うとともに電子 レセプ ト

作成のためのマスター情報の提供をホームページで行 うものです。

II 医療施設等設備整備費 (レセプトコンピュータ購入費用等)補助事業について

平成 21年度補正予算により、保険医療機関や保険薬局において電子レセプ トを作成するために

準備する設備整備等に係る費用に対 し補助を行いました。

(J111と ■411(,Fiti■ ,

0 支払基金における審査支払手数料について

「業務効率化計画」及び「手数料適正化の見通し」に基づき、審査支払手数料を段階的に引き

下げ、平成 22年度において、計画で見込んだ平成 23年度の水準を 1年前倒 しで達成。また、

22年度前半を目途に、平成 23～ 27年度を対象期間とする「サービスの向上と業務効率化の

ための新たな計画」を策定する方針。

なお、審査支払機関のあり方については、「審査支払機関の在 り方に関する検討会」を平成

22年 4月 から公開で開催 (実績 4回 )。 審査支払業務の質の向上、効率化の推進等により、国民

の信頼に応えることができる審査支払機関の実現を図るため、今後のあるべき姿について議論 し

ている。この中で、社会保険診療報酬支払基金に係る確L織の見直しや国保連合会との競争の促進、

審査支払業務の効率化、民間参入の促進について検討することとしている。

・ レセプ ト電子化の促進について

指標を見れば、レセプ トの電子化は全体のレセプ トの 3/4以上に達 しており、全体としては着実

に進んでいるものと考えられ、引き続き、主として、以下により推進 していきます。
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1 平成 22年度の診療報酬改定において、レセプ ト電 F化請求を行い、明細書を患者に無料で発

行する診療所に対し再診料の加算を創設したこと

Ⅱ 電子レセプ トを提出する医療機関に対する診療報酬の支払を平成 23年度から早期化すること

を検討すること
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6.施 策の随 0もの見直 し 一 現状把握の E又組

厚生労働省では、施策の随時の見直しや将来の企画立案に活かすべく、現状把握の取組を行つて

おり、そのうち平成 21年度以降に実施した主なものは以下のとおりです。

7.評価結栗の政策への反映の方向性

年月 件名 内容 その後の対応

21年
4月

都道府県ブロック

会議

高齢者医療制度の見直しの検討 現行の後期高齢者医

療制度の改善等に反

映

21年
6～ 7月

都道府県ブロック

会議  `
市町村国保の財政基盤強化策の

見直しについて

‖f町村国保の厳しい

財政状況を踏まえ、

平成25年まで、財

政支援措置を延長

22年
1月

都道府県ブロック

会議

新たな高齢者医療制度の検討 現行の後期高齢者医

療制度の改善等に反

映

22年
2月

全国国民健康保険

主管課 (部)長会議

新たな高齢者医療制度の検討、

現行制度の改善策等について

現行の後期高齢者医

療制度の改善等に反

映

(1)予韓について

検討中です。なお、医療費の自然増があると見込まれ、これに応 じた国庫負担の増額等が必要

と考えています。

(2)税制改正要望について

検討中です。

(3)機機・定彙について

検討中です。

(4)指標の見薩 しについて

今回の評価を踏まえ指標を今後に見直す予定は、特にありません。

なお、評布1を よりわかりやすくするために、今回から、以下の指標の追加等を行っています。

I 市町村国保・国保組合の数値を合わせていたものについて、市町村国保と国保組合別個の

値を記載。
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Ⅱ 全国健康保険協会の数値についても記載。

Ⅲ レセプ トの電子化率について、医科診療所、医科病院、歯科、調剤薬局の内訳を記載。

8.有 識者の知見の活篤について

本評価書は、原案を14成 22年 7ナ114‖ 開催のほ療保険部会において委員の方にご覧いただき、

その際にいただいたご指摘等を踏まえて作成します。

9.参 考

木評価 ilF中でり1用 した閣議決定、審議会の指摘、総務省による行政評価・監視に基づく勧告、会

計検査院による指摘等や各種のデータは以 ドのサイ トで確認できます。

サイ ト名について特に記載のないものは、厚生労働省ホームページです。

1().添 ltl資料等一覧

本評価 :1:の添付資料は以 ドのとお りです。また、本評価 :牛 :|:で「:及 した新しい J「 業や税緞1改 f「 要

望について、 11前評価を実施 しているものについては掲載先のURLを あわせて4そ しています。

別図 政策体系 (I-10-1)

"1表

1-1 「医療保険給付に必要な経費」 (lf業評価シー ト)

別表 2-1 「特別調整交付金 (普通調整交付金減額解除分)」 (11業 評価シァ ト)
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A
政策評価体系上の位置付、通し番号 I― ¬0-1(0)

事業評価シー ト
予算事業名 医療保険給付に必要な経費     1 事業開始年度 大正 15年度

響辮

'

保険局総務課、国民健康保険課、保険課、高齢者医療課

猥賢 澤 〒 t具椰 同 石彙

|‐ 9電品認
なめも健康保険法第 (153条 、 154条 )、 国民健康保険法 (70条 、72条 )

高齢者の医療の確保に関する法律 (93条、 95条)等

関係する通知、
ll口等 ‐

予綽体系
t唄り医 療 保 阪 緒 1寸 請 賀

(大事項)医療保険給付等に必要な経費
(目 )

実施方法

□直接実施

□業務委託等 (委 託先等 : )

■補助金 (直接 1間接〕 (補助先 : 実施主体 : )

□貸付 (貸付先 ; )EElそ の他 ( )

役員移稼

`宙

庁 OB/40■ 鮨ヽ
/  1常勤役員数 /  1非常勘役員数 / 監事等 /

自法、公
臓法人守
つ場合

職員総数 内、官庁OB 役員報酬総額 冒庁OB役彙

“

醐螢

“積立金等の額 内訳 今後の
活用計画

事
業
／
制
度
概
要

目 的
(何のために)

全国健康保険協会管掌健康保険 (以下「協会けんぼ」としヽう。)、 国民健康保険及び後期高齢者医療等
の健全な運営を図るため、健康保険法、国民健康保険法及び高齢者の医療の確保に関する法律等に基づ
き医療保険給付費等に要する費用の一部を負担

対 象
(雄/何を対象に)

協会けんは、国民健康保険及び後期高齢者医療等の保険者である全国健康保険協会、市町村、国保組合
及び後期高齢者医療広域連合。

事業/制度内害
(手段、手法など)

協会けんは、国民健康保険及び後期高齢者医療等の保険者である全国健康保険協会、市町村、国保組合
及び後期高齢者医療広域連合に対し、健康保険法、国民健康保険法及び高齢者の医療の確保に関する法
律等に基づく割合の国庫負担額を交付。

平成21年 度決算見込額 人件費

事業費 7.848.688 75フ 5Fヨ

／
Ｉ
Ｌ

職員構成
概算人件賛
(平 均給与 X従事

職員数 )

従事職員数

コ
ス
ト

人件費 0百 万円 担当正職員 千 円 人

総 計 7.848.688 75フ 5F月 臨時職員他 千 円 人

予葬薇推移等
(財源内訳/

単位百万円)

年 度 総  額 地方公共団体の裏負担がある場合、概算の総額

H19(決算額) 6.514,310百 万 Fr

H19(決 算上の不用額 ) 85百 万
「

H20(決算額 ) 7.112,764百 万円

H20(決 算上の不用額 0百 万円

H21(予 算 (補 正込 )) 7.849.023百 万円

H21(決算見込 ) 7,348,688百万円

H22予算 8.072,046百 万円

平成22年度
予算 (栞 )

(補助金の場合は負担
割合等も)

全国健康保険協会保険給付費等補助金、全国健康保険協会後期高齢者医療費支援金補助金、
国民健康保険組合療養給付費補助金、国民健康保険組合後期高齢者医療費支援金補助金、
国民健康保険療養給付費等負担金、国民健康保険後期高齢者医療費支援金負担金、
国民健康保険財政調整交付金、国民健康保険後期高齢者医療費支援金財政調整交付金、
後期高齢者医療給付費等負担金、後期高齢者医療財政調整交付金 等



B
政策評価体系上の位置付、通し番号  II-10-1(① )

事業評価シ=ト
予算事暴■1 医療保険給付に必要な経費 事業開始年度 1  大正15年度

担雪縮島●藤壼名
‐作菫

=筆
■■

保険局総務課、国民健康保険課、保険課、高齢者医療課

事灘
'‐

国民皆保険を堅持し、医療保険制度を持続可能なものとするためには、財政基盤の脆弱な
医療保険制度に対する助成措置は不可欠である。

時になし

・ | . ■ ■ '‐ ■ ■ |■ |

事1雰1皐1震:雰菫
国民健康保険及び後期高齢者医療医療制度等においては、各法に基づく自治体の財政負

担が規定されている。

〓
●
ア
ウ
ト
ブ

，
ト

【指標】 (交付額)         1 単位 H19年度実績 H20年度実績 H21年度実績

全国健康保険協会 (H2010～ )   |百 万円 543.929 949,804

国保 (市町村、組合)          百万円 3.311.28C 3.116,561 3,243,49(

後期高齢者広域連合 百万円 3,089,198 3,638,07′

老人保健 (市町村) 百万円 3,203,02C 363,07(

予算執行率 %

ア
．ウ
ト
カ
ム
一

違威首構■||
(指欄、通威水準/
違威時期)、

・  実績

【指標】 (達成水準/達成時期) 単 位
H19年 度実績

【達成率】
H20年 度実績

【達成率】
H21年度実績

【達成率】

協会けんぽ (単 年度収支差 ) 億 円 Al.352 A2.538

国保  (黒字保険者/全保険者 ) 保険者 1,777/1,969 1,111/1,953

後期高齢者広域連合 (黒宇保険者 /全保険者 ) 保険者 47/47

事業/網度の
1 自己評価

r鶴艇痙多1
毎年度、医療費は約 1兆円増加しており、法定回庫負担を投入しても、保険財政は全体として厳しい

伏況が続いており、引き続き適切な国庫負担が必要。

今
後
の
方
向
餞

脇 鶴
琴鴨 ‐1'
|(担当部局窯)

医療費国庫負担は、法律に定められた割合で補助する必要があるため、医療費の増に伴い国庫負担も
曽額するが、一方で赤字保険者が増加している実態を踏まえると、更なる医療費適正化事業の検討が必
要。

雰癖そ蹴
(見 直しの上)  出    現状維持    減額
(医療費の自然増があると見込まれ、国庫負担等の増額が必要 )

(見 直しをせず) 現状維持

`|‐

1撼桐

`諄
'||

賭外国の医療保険制度 (又はそれに相当する制度)に ついては、社会保険方式をとる国 (独 、仏)、 税中心
の国 (英 )な ど国によつて様々であり、国庫負握を含めた財源構成についても、国によって異なってい
る。

||||||||||::|||||||||||||||||||||||||||li: 

‐

医療の危機的な状況を解消し、国民に安心感を与える医療を実現するため、平成22年度において

診療報酬改定 (配分の見直しや後発品の使用促進を図りつつ、ネットプラス改定。)を 行つた。

協会けんぽの急激な収支悪化状況等に鑑み、H22年 度から3ヵ 年の措置として国庫補助率の引上げ

(13%→ 164%)等 を行つた。

*ア ウトプット指標・アウトカム指標は、該当する施策小日標で設定している指標を中心に記載



A
政策評価体系上の位置付、通し番号 I-10-1-((0)

事栞評価シー ト

予算事業名 特別調整交付金 (普通調整交付金減額解除分)1 事業開始年度 昭和60年度

担当部局 。課壼名
作成責任者 ‐

保険局国民健康保険課  (国民健康保険課長 伊藤 善典 )

薇轟法,.(具倅的な乗
文 (0条 0現など)も

日■)

国民健康保険の調整交付金の交付額の算定に隧する省令第6条第11号

関係する通知、
1計目等

平成21年 11月 9日 保国発1109第 1号 厚生労働省保険局国民健康保険課長通矢0

予算体系
嶼ヽ ′ 臨 環 味 限 緬 1丁語 賀

(大事項)

(目 )国民健康保険財政調整交付金

実施方法

□直接実施

□業務委託等 (委託先等 )

■補助金 〔頂壁)間接〕 (補助先 :市町村  実施主体 :市町村 )

□貸付 (貸付先 : )□ その他 ( )

きn4“
役員総数

`曹

中mノ40●鮨ヽ /  1常勤役員数 /  1非常動役員数 / 監事等 /

公
等ｏ

人
合

法
法
場

朧
臓
Ｄ

職員総数 内、官庁OB 役員報酬総額 FUU伎■
日II螢■

積立金等の額 内訳
今後の
活用計画

事
業
／
制
度
概
要

目 的
(何のために)

国民健康保険料 (税 )の収納率の向上

対 象
(離/何を対象に)

収総率向上対策に積極的に取り組んでいる保険者

事業/鋼度内容
(手段、手法など)

次の条件をすべて満たす保険者に対し、20年度普通調整交付金減額額の1/2を 交付する。
(11又 納率により20年度の普通調整交付金が減額されていること。
●乏0年度又は22年 1月 31日 現在の現年度収納率が19年 度と比較し、一定以上向上していること。
||)22年 l月 31日 現在の現年度収納率が21年 l月 31日 現在の現年度収納率を上回つていること。

“

1遡 及饉用・賦課を保険料は2年 、保険税は3年 として20年度当初から実施していること。
621年 度において被保険者資格EIE明 書の交付を実施していること。

平成21年 度決算見込額 人件費

事業費 4、 228百 万円

／
Ｉ
Ｌ

職員構成
概算人件費
(平 均給与 X従事

職員数 )

従事職員数

コ
ス
ト

人件費 百万円 lB当 正職員 千 円 人

総 厳 百万円 臨時職員他 千F9 人

予算額推移等
(財源内訳/

単位百万円)

年 度 総  額 地方公共団体の裏負担がある場合、概算の総額

H19(決算額) 5 994

H19(決 算上の不用額

H20(決算額) 4,404

H20(決 算上の不用額 )

H21(予 算 (補 正込 ))

H21(決算額 ) 4 228

H22予算

平成22年度
予算 (案 )

(補助金の場合は負担
割合等も)

当事業は (日 )国民健康保険財政調整交付金のうち、特別調整交付金の交付基準の一つとして定めて
おり、交付基準ごとの予算lt上 は行つていない。



B
政策評価体系上の位置付、通じ番号  II-10-1-(② )

事業評価シ■|ト

諄 準 特別調整交付金 (普通調整交付金減額解除分 ) 事業目始年魔 1  昭和60年度

保険局国民健康保険課  (国民健康保険課長 伊藤 善典)

:1薔 :=|

国民4Fa康 保険の安定的な運営のためには、保険料収納率向上は重要な意義をもっており、保険者α
収納努力を促すため、特別調整交付金による措置は必要である。

ア

ウ

ド

子
:‐難 |

【指標】                : 単位 H19年度実績 H20年度実績 H21年 度実績

t{dfrtrary *h6

%

ア
ウ
ト
カ
ム

1齢
|―′

‐ ‐
実績  `

111轟|||||||   
‐‐

【指標】 (達成水準/達成時期) 単 位
H19年度実績

【達成率】
H20年 度実績

【達成率】
H21年度実績

【達成率】

:峯
↑J国 沐 ・ 四 休 ra首 !こ ゐ げ o棒 曖 不■ 明

'の
収

| %
9154

rfnn ll
8984
rO。 11 集計中

|   ‐|||  ||11.辮 |

r警撃等野11

特Bll調 整交付金 (普通調整交付金減額解除分)は 21年度において127保険者に交付されており、前年
度基準以下であつた保険者における国民健康保険の収納率向上に寄与している。

今

晩

の

方

向

陸

●

対象となるのは前年度収納率が基準以下であつたことを理由に減額を受けた保険者であり、よリー層
積極的な収納率向上対策を促すためにも継続して実施していくことが必要だと考えている。
ただし122年度より広域化等支援方針を策定した都道府県については、収納率による普通調整交付金

の減額を行わないこととしたため、今後全ての都道府県が策定した時点で、この特別調整交付金は廃止
することとなる。

署書i鋼 (見直しの上)

(見直しをせず)

現状維持 減 額

1■1事

*ア ウトプット指標・アウトカム指標は、該当する施策小日標で設定している指標を中心に記載




